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はじめに 
 
 2012 年 8 月 6 日、バラク・オバマ（Barack Obama）米国大統領は、「ジェイニー・
エンスミンガー法」（Janey Ensminger Act）と呼ばれる法案に署名した。この法律の正
式名称は、「キャンプ・レジューンに勤務した退役兵の栄誉を称え、退役兵及びその
家族を支援するための 2012 年法」（Honoring America’s Veterans and Caring for Camp 
Lejeune Families Act of 2012）2であり、制定目的は、ノース・カロライナ州のキャン
プ・レジューン海兵隊基地（Camp Lejeune）で勤務中、同基地で発生した水質汚染に
よって、健康上の被害を被った退役兵とその家族に対して、医療上の便宜を図ること
である3。 
 この法律が対象としているのは、1957 年 1 月から 1987 年 12 月にかけて、キャン
プ・レジューンに勤務・居住した退役兵及びその家族である4。このことが示唆してい
るように、同基地における汚染水問題には、30 年間という長期的な経緯がある。 
政府活動の監視団体である「政府監視プロジェクト」（Project on Government 
Oversight）のウエブサイトに掲載されたニュースによれば、その間、同基地に勤務し
た者とその家族は、様々な揮発性有機化合物（そのいくつかは、法で定める安全基準
値の 280 倍に達するとされる）で汚染された水を、入浴や炊事などの際に用いていた5。
揮発性有機化合物（Volatile Organic Compounds）は、人に癌（がん）を発症させる可
能性があるとも見られている6。 
保健福祉省（Department of Health and Human Services）の外局である、有害物質及び
疾病登録局（Agency for Toxic Substances and Disease Registry）の見積もりによれば、同
基地において、汚染水に曝露した可能性がある海兵隊員とその家族は、累計 100 万人
にも及ぶ可能性があるという7。 
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キャンプ・レジューンの汚染水問題が初めて公になったのは 1987 年であるが、「政
府監視プロジェクト」は、海兵隊は、長らくこの事実を隠しており、問題発覚後も、
事実解明の試みを妨害してきたと批判している8。同基地で勤務した退役兵の中には、
事実の解明と医療上の救済を求めて活動を続けてきた者もいた。 ジェリー・エンスミ
ンガー（Jerry Ensminger）は、そのひとりである。エンスミンガーの娘であるジェイニ
ーは、9 歳で白血病により死亡したが、死因は、基地の水質汚染に起因すると見られ
ていた。前記「ジェイニー・エンスミンガー法」という名称は、同人と娘に捧げられ
たものである9。 
オバマ大統領は、法案署名に先立つ演説で、この法案は、キャンプ・レジューンに
勤務した人々の、長きにわたる苦闘に終止符を打つものである、と言明するとともに、
「この法律だけでは、ジェイニー・エンスミンガーを含め、すでに失われてしまった
命を取り戻すことはできないが、［この法律は、汚染水問題によって］未だに苦痛を
被っている人々に対し、大きな影響を与え、亡くなった人々の記憶を称えることにな
るだろう。」と述べ、法案の意義を強調した10。 
 キャンプ・レジューンの汚染水問題は、前記「エンスミンガー法」の成立前から、
すでに、『ワシントン・ポスト』のような著名メディアでも取り上げられるなど11、大
きな社会的関心を集めた。しかし、このケースは、米国における基地環境汚染問題の
深刻さを現す一例に過ぎない。 
米国では、冷戦崩壊後、本土における基地の大規模な閉鎖・縮小計画が実施され、
それに伴う用地の処分・移転が進んだ。一方、その過程で、現在も運用している基地
を含めて、用地に残留した土壌汚染などの浄化（クリーンアップ）と環境修復が、処
分・移転後の跡地利用とも絡んで、重要な問題として浮上することとなった。 
浄化事業は、国防総省（Department of Defense）と米軍が担当しており、連邦法や連
邦規則のほか、国防総省・軍の内規など各種法令によって体系的に行われ、一定の成
果を残している。しかし、事業の進捗が大幅に遅れたり、実施方法をめぐって、軍と
連邦環境保護庁（Environmental Protection Agency 以下、EPA）や州との間で、軋轢が
生じているような事例も報じられており、国防総省と軍による浄化事業には、成果の
一方で、問題点も少なくないと見られる。 
 『ワシントン・ポスト』が、2008 年末時点で報じた記事によれば、国防総省は,全
米 50 州において、およそ 2万 5,000 か所にのぼる、汚染された土地資産を抱えており、
その浄化には、数十億ドルの費用と数十年の期間を必要とする、とされている12。政府
監査院（Government Accountability Office 以下、GAO）が、基地環境汚染浄化問題に
ついて、2010 年にまとめた報告書でも、国防総省は、3 万 1,600 か所以上の用地につい
て、浄化の必要性があることを確認している、と記している13。米国における基地環境
汚染は、今後とも、長期間にわたる取り組みが求められている課題と言えるだろう。 
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 翻って、視点を我が国に向けてみると、在日米軍基地でも、同様の環境汚染問題が
起きていることが確認される。特に、米軍の基地・施設が集中する沖縄で多発してい
る傾向があり、これまで、米軍恩納（おんな）通信所返還跡地からの PCB 等有害物質検
出（1996 年 3 月）や、キャンプ桑江返還跡地における、鉛、六価クロム等特定有害物
質、油分が検出された事例（2003 年 3 月）などが報告されている14。 
最近でも、やはり、沖縄市における基地返還跡地のサッカー場から、環境基準値を
超えるダイオキシンが検出された、と報じられたばかりである15。有害物質等が検出さ
れた事例の中には、国や沖縄県が、重大な環境上の影響を認めなかったものもあるが、
これらの事例は、米国本土の基地と同様、在日米軍基地・施設についても、地域コミ
ュニティーによる返還後の跡地利用が、環境汚染により阻害される可能性があること
を示している。 
日米両国政府は、2013 年 4 月 5 日、沖縄における米軍基地・施設の返還・再編に係
る新たな枠組みとして、「沖縄における在日米軍施設・区域に関する統合計画」と呼
ばれる文書について合意し、共同発表を行った16。この文書には、嘉手納空軍基地以南
の諸施設について、県内移設という条件を付けながらも、期限を明示した形で返還す
る計画が盛り込まれている。しかし、地元では、計画の実現性が疑問視される一方、
返還されても、その後、跡地で何が見つかるか分からない、といった不安の声も聞か
れるようである17。 
 いずれにしても、将来的に、在日米軍基地・施設の返還が進めば、返還の前後に、
基地環境汚染に対する何らかの対処が求められることとなろう。在日米軍地位協定第
4 条の規定により、米軍は、返還後の施設について、原状回復の義務を有さないとさ
れている18。従って、現状の法的枠組みが継続される限り、少なくとも返還後に発見さ
れた汚染については、日本政府もしくは地元自治体が、浄化実施と費用負担の義務を
負うこととなる19。 
一方、基地返還前の汚染状況確認については、地位協定第 3 条で規定される、米軍
の施設に関する権限が広く解されるため（いわゆる 3 条管理権の問題）、基地立入り
調査等について、米軍の協力を得るのが難しい状況が続いている20。 
在日米軍基地の環境汚染は、基本的に外国軍隊の活動に伴うもので、地位協定の適
用を受ける問題であることから、もとより、米本土における事例とは性格が異なり、
一律に論じられるものではない。しかし、基地汚染の浄化をめぐる米国の法制度や、
事業成果をめぐる評価・議論などは、将来予想される、在日米軍基地の汚染浄化とい
う課題を検討していくに当たって、示唆するところも多いのではないかと思われる。 
 以上のような問題意識を踏まえて、本論文では、米国本土における基地環境汚染問
題について、国防総省と米軍による汚染浄化事業に焦点を当てて論じる21。Ⅰ章とⅡ章
では、事業実施に係る法制度（事業の実施体制や実施手続など）の概要について述べ
る。その際、基地汚染の浄化は、連邦法のほか、軍の内規に依拠している部分も多い
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と思われることから、適宜、国防総省のほか、陸海空 3 軍の内規などについても言及
する22。 
Ⅲ章では、汚染浄化事業の内容を定めた国防総省の「国防環境修復計画」について、
内容や関連予算などを紹介する。また、事業実施をめぐって、国防総省及び米軍と、
EPA や州との認識の齟齬が存在する実態に触れながら、事業が、国防総省及び米軍の
裁量に委ねられている部分が少なくないことを検証し、その問題点を論じる。 
沖縄における事例にも示されているとおり、汚染浄化は、基地跡地の再開発・利用
と密接に結びついている問題である。Ⅳ章ではこの点を認識しつつ、事業実施に係る、
基地と地域コミュニティーとの意思疎通・相互理解を目的として設置、運営されてい
る協議機関を取り上げ、その根拠法制や運営原則、運営の実態などを紹介する。 
 なお、本論文で言及する関係者の肩書や機関の名称は、参照文献発表時点のもので
あり、外国の関係機関・団体は、全て米国における省庁や研究機関・NGO などである。
また、米国の文献から引用した箇所で、法令の条文など、直訳だけでは意味が通じに
くいと思われる場合は、筆者の判断で意訳を施したほか、適宜、理解を助けるため、
括弧［ ］書きで必要な語句を補った。 
 
 
Ⅰ 米国における基地汚染浄化の法的枠組み 
 
 連邦議会調査局（Congressional Research Service 以下、CRS）がまとめた報告書
『CERCLA 法の概要』によれば、汚染が発生している連邦政府機関の用地の多くは、
国防総省とエネルギー省が所管しているという23。法令により、基地汚染浄化事業の主
体は、国防総省及び陸海空 3 軍とされている。国防総省と陸海空 3 軍による浄化事業
は、連邦法をはじめとする各種の法令を根拠として、極めて体系的に実施されている
点に特徴がある。関連法令の相互関係は、汚染浄化事業について、連邦政府機関一般
に対し適用される連邦法・連邦規則を、国防総省や陸海空 3 軍の内規が補完する構造
となっている。 
ここでは、基地汚染浄化に関する法的枠組み、汚染浄化事業の流れなどについて、
主に、代表的な根拠法である「包括的環境対処補償責任法（スーパー・ファンド法）」
と、汚染浄化の手続を定めた連邦規則「緊急対応計画」の関連条項に沿って概観し、
適宜、国防総省と陸海空 3 軍の内規なども紹介する。 
なお、基地汚染浄化事業の根拠となるスーパー・ファンド法と「緊急対応計画」は、
連邦政府機関に対して全般的に適用される。そのため、本論文では、スーパー・ファ
ンド法と「緊急対応計画」の関連条項について記述する際、これらの法令が、汚染浄
化に関連して規定している「連邦政府機関」（Federal Agencies）あるいは「連邦政府
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機関の施設」（Federal Facilities）という文言については、それぞれ「国防総省又は陸
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１ 基本的な根拠法令：CERCLA法と「緊急対応計画」 
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再授権法」（Superfund Amendments and Reauthorization Act of 1986 以下、SARA 法）
と呼んでおり26、連邦政府の浄化責任に関する根拠条項は、合衆国法典第 42 編第 9620
条で定められている27。SARA 法の制定によって、国防総省と陸海空 3 軍は、基地汚染
浄化事業について、連邦政府機関として、CERCLA 法の一般的な適用を受けることと
なった。 
ただし、合衆国法典第 42 編第 9620 条は、連邦政府機関に対して CERCLA 法が適用
免除される場合も規定している。国家安全保障上の理由に基づく免除がそれであり、
第 9620 条(j)は、エネルギー省又は国防総省の所管施設について、国家安全保障に係
る利益を保護するため必要であると認められる場合、大統領は、当該施設に対する
CERCLA 法の適用免除を命ずることができる旨、規定している。このような場合、大
統領は、命令の発出について、30 日以内に、その理由を付した通知書を、連邦議会へ
提出しなければならない28。 
そのほか、SARA 法には、国防総省と陸海空 3 軍による基地汚染浄化事業の全体的
な枠組みとして「国防環境修復計画」（Defense Environmental Restoration Program 以
下、DERP）に関する規定が盛り込まれている。前記 CRS 報告『CERCLA 法の概要』
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は、SARA 法における、この規定は、CERCLA 法自体を改正したものではないが、軍
事基地・施設についてのみ適用されることから、［CERCLA 法における、その他の規
定とは異なり、］単独で扱われる条項（原文は「stand-alone provisions」）である、と
述べている29。DERP については、その内容などをⅢ章で後述する。 
汚染の浄化手続については、CERCLA 法の実施法令に当たる連邦規則「石油及び有
害物質汚染による緊急事態への国家対応計画」（National Oil and Hazardous Substances 
Pollution Contingency Plan 以下、「緊急対応計画」）が、より具体的な形で定めてい
る30。「緊急対応計画」には、汚染施設の発見及び調査のための方法及び評価基準と、
連邦政府機関、州などによる対応措置を調整するための指針が含まれている31。 
「緊急対応計画」は、策定時は石油流出事故についての対処計画であったが、後に
石油流出以外の有害物質も対象とするようになり、CERCLA 法制定以降は、有害廃棄
物の排出も対象とする形に拡大された32。CERCLA 法は、大統領（実質上は EPA）に
よる「緊急対応計画」の公示・改訂等について規定している33。「緊急対応計画」は、
連邦規則により制定されているが、その中には、有害物質汚染への対処が盛り込まれ
ており、CERCLA 法に基づくあらゆる浄化活動を管理する、とされている34。 
なお、汚染浄化事業に適用される連邦法としては、基本法である CERCLA 法のほか、
「資源保護回復法」（Resource Conservation and Recovery Act 以下、RCRA 法）35や「安全飲
料水法」（Safe Drinking Water Act）36、「清浄大気法」（Clean Air Act）37、「1990 年基地閉鎖再
編法」（Defense Base Closure and Realignment Act of 1990 以下、BRAC 法）38などがある。
本論文では、このうち、RCRA 法と BRAC 法を取り上げる。 
RCRA 法は、有害物質の発生、処理等に係る規制を定めている。同法による有害物
質等の規制権限は、EPA によって全面的に執行されるが、EPA 自身による浄化活動ま
で定めたものではない。一方、BRAC 法は、冷戦崩壊以降加速された、基地閉鎖・縮
小プロセスの実施手続を定めた法律である。これらの法律については、その概要を本
章第 3 節及びⅣ章第 1 節で後述する。 
 
２ CERCLA法による浄化事業の類型と実施体制 
 
(1) 汚染浄化事業の類型 
汚染浄化事業として CERCLA 法が規定する「対応措置」（Response Action）には 2
つの類型がある39。汚染源から発生する危険を除去するために、緊急又は短期的な措置
として行われる「除去」（Removal Action）と、汚染源が将来的にも危険を引き起こさ
ないよう、恒久的な措置として行われる「復旧」（Remedial Action）である40。 
CERCLA 法が「復旧」措置として挙げているものには、有害物質排出地域における
当該物質の貯蔵・密閉、排出地域周辺の保全、当該物質の粘土による遮蔽や中性化、
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つの類型がある39。汚染源から発生する危険を除去するために、緊急又は短期的な措置
として行われる「除去」（Removal Action）と、汚染源が将来的にも危険を引き起こさ
ないよう、恒久的な措置として行われる「復旧」（Remedial Action）である40。 
CERCLA 法が「復旧」措置として挙げているものには、有害物質排出地域における
当該物質の貯蔵・密閉、排出地域周辺の保全、当該物質の粘土による遮蔽や中性化、
 
 
破壊、分離、焼却などのほか、当該物質の用地外への輸送、用地外での破壊などがあ
る41。 
これに対し、CERCLA 法は、「除去」措置については、必ずしも明確な形でその類
型を示していないが、「緊急対応計画」は、「除去」措置の具体例として、有害物質
排出地域周辺におけるフェンスや警告表示の設置、有害物質の排出を遅らせ、又はそ
の影響を低減するために行われる、化学物質や他の物質の使用、有害物質を含んだド
ラム缶やタンク、コンテナの撤去などを挙げている42。 
汚染浄化事業は、一般的には、対象となる基地・施設における汚染の度合いにより、
その方法が選択されるが、その際、当該用地が NPL に登録されているか否かは、浄化
方法を選択する上で、大きな判断基準のひとつとなる。NPL の作成は、連邦法上、大
統領に課せられた義務である。CERCLA 法は、大統領（実質上は EPA）が、汚染施設
に対する対応優先度の決定基準に従い、汚染の度合いが深刻で、対応優先度が高いと
見られる施設については、その一覧を NPL として作成した上で、1 年に 1 回以上の頻
度で改訂するよう求めている43。なお、NPL の作成に当たり、州は、対応優先度の高
い施設を指定することが認められているが、その指定回数は 1 回までとされている44。 
実態としては、民間施設の方が多いと見られるが、NPL には連邦政府機関の用地も
登録される。2013 年 5 月 22 日、GAO のディビッド・トリンブル（David Trimble）自
然資源環境部長が行った、連邦議会下院エネルギー及び商業委員会環境及び経済小委
員会での公聴会証言によれば、NPL に登録された連邦政府機関用地 156 か所のうち
129 か所（83％）は、国防総省・軍が所管している45。筆者が EPA のウエブサイトか
ら確認した情報によれば、国防総省・陸海空 3 軍が所管する施設は、2013 年 11 月末時
点で 132 か所にのぼっている46。汚染度が高い連邦政府施設の浄化事業において、国防
総省・軍の占める割合は突出していると言えるだろう。 
「緊急対応計画」における定義に従えば、NPL は、長期的な「復旧」措置に係る評
価及び対応の優先度を定めた一覧表とされている47。軍の基地・施設についても、NPL
に登録された用地における浄化事業は、汚染の深刻さから、長期的・恒久的な「復旧」
措置として実施される。こういった事業は、周辺地域に与える影響も大きいため、
NPL に登録された用地における「復旧」については、地域コミュニティーの関与も盛
り込んだ形で、長期的な観点から、CERCLA 法と「緊急対応計画」によって、事業の
詳細な実施手続が定められている。これに対し、NPL に登録されていない用地（実際
は、こちらの方がはるかに多いと見られる）における「除去」の手続については、
CERCLA 法と「緊急対応計画」に、同様の規定が散見されるが、「復旧」の場合ほど
詳細な内容ではない。特に CERCLA 法において、「除去」の手続は、必ずしも明確に
は規定されていない。 
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なお、「緊急対応計画」は、NPL に登録された用地についてのみ、「復旧」措置実
施のため、前記「スーパー・ファンド基金」を用いることができることや、「除去」
措置は、NPL に登録されているか否かを問わず、実施されることを規定している48。 
これらの論点に関連するが、前記 CRS 報告『CERCLA 法の概要』は、「復旧」と
「除去」の違いについて、前者が、コストを要する事業であることから、実施につい
て、より踏み込んだ検討を経る必要があるのに対し、後者は、逼迫する汚染脅威への
迅速な対応として行われるため、「復旧」で行われるような検討手続には服さない、
としている49。詳細は必ずしも明らかでないが、概ね、NPL に登録された用地では、
「復旧」及び、その前段階的な措置としての「除去」が、登録されていない用地では、
主に「除去」が行われていると見られる。 
 
(2) 汚染浄化事業の実施主体と実施体制 
基地汚染浄化事業の実施主体は、国防総省と陸海空 3 軍であり、CERCLA 法と「緊
急対応計画」及び、国防総省や陸海空 3 軍の内規に基づいて、自らが保有又は貸与す
る用地の汚染浄化事業を実施する。CERCLA 法は、「緊急対応計画」に基づく浄化事
業の実施権限を大統領に授権しているが50、この権限は、大統領命令（Executive Order）
第 12580 号によって、国防総省を含む連邦政府機関に委任されている51。国防長官によ
る事業実施権限は、国防総省の内規である、国防総省指令第 4715.07 号「国防環境修
復計画（DERP）」52により、同省の担当官や、陸海空 3 軍の担当部署等に対して、さ
らに委任される。 
一方、EPA と、基地・施設が所在する州の環境当局は、CERCLA 法が定める一般的
な要件が履行されているか、国防総省と軍による実施内容を監視する役割を担うが、
浄化が完結したと認められる段階に至るまで、基本的に事業の管理は、実施主体であ
る国防総省と陸海空 3 軍に委ねられる。 
これは、前記大統領命令第 12580 号により、CERCLA 法における、汚染浄化に係る
大統領権限が、軍の所管する用地については、国防長官に委任されていることによる53。
基地汚染浄化事業においては、当該基地・施設が NPL に登録されているか否かを問わ
ず、国防総省と陸海空 3 軍が、「主導機関」（Lead Agency）としての責任と権限を有
している点が重要である。 
 汚染浄化事業について、国防総省と陸海空 3 軍は、後者が担当・実施し、前者がそ
の内容を統括・監督する形で、それぞれの役割を果たしている。ここでは、国防総省
の関連内規として、前記国防総省指令第 4715.07 号を取り上げ、国防総省と陸海空 3
軍による事業実施体制を概観する。 
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(2-a) 国防総省における事業体制 
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(2-b) 陸海空 3 軍における事業体制 
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修復活動を実施する。また、これらの事業担当機関は、事業予算の計画と執行、当該
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Civil Engineer Center）などがある。 
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汚染浄化事業に関する各軍の内規は、記述や情報量が一様でなく、軍種によっては、
軍内部の権限関係について詳細が不分明な場合もあるが、概ね、陸軍工兵隊など、前
記の 3 機関が、事業の実質的な実施者に当たるものと思われる。ただし、海兵隊の場
合は、多少複雑な権限関係となっているようである。ここでは、海兵隊命令 P5090.2A
「環境遵守及び保護のためのマニュアル」59と題する内規を取り上げ、海兵隊における
一般的な事業関連の権限・役割関係を紹介する。 
後述する汚染浄化事業手続の箇所でも、この海兵隊命令を取り上げるが、本論文で、
特に海兵隊の例を紹介する理由は、在日米軍基地問題全般において、沖縄に駐留する
海兵隊の占める位置づけが大きいこと、今後返還される可能性がある米軍の用地には、
海兵隊所管の基地・施設に含まれるものが多いと見られることなどから60、在日米軍の
基地汚染浄化問題を検討する上で、有益な情報になり得ると考えられるためである。 
海兵隊の基地汚染浄化事業では、海兵隊総司令官（Commandant of Marine Corps）が、
浄化事業を全般的に監督し61、海軍作戦部長（Chief of Naval Operations）や、前記海軍
施設工兵隊の司令官と調整の上、事業予算の適切な割り当てを確保する62。なお、米軍
21　　　　
Hosei University Repository
 
 
は、陸海空 3 軍による統合的な指揮系統の下で、作戦活動を行っている。作戦指揮の
最高権限は、その都度編成される統合部隊（Joint Task Force）の司令官に委ねられる
こととなっており63、海兵隊総司令官と海軍作戦部長の役割は、実際に作戦を指揮する
のではなく、むしろ、海兵隊と海軍の行政的な活動を統括することにある。海兵隊総
司令官と海軍作戦部長の責務は、連邦法と連邦規則で定められており、それぞれ、兵
員の徴募、装備品の調達、訓練、動員、部隊管理などが、同様に挙げられている64。 
一方、計画立案・予算措置・実施など、事業の実質的な管轄については、海軍施設
工兵隊司令官と、海兵隊各基地・施設の司令官（Installation Commanding General）及び
担当士官（Installation Commanding Officer）が、それぞれ権限を持つ。海軍施設工兵隊
は、事業の財政的・技術的側面を管理し、海兵隊基地・施設は、事業計画を承認し、
海軍施設工兵隊の支援を得て、事業計画における、重要な実施手続上の側面について、
主導的な役割を果たすとされているが65、両者の権限関係は、必ずしも明瞭ではなく、
一部混交しているようにも思われる。 
なお、海軍の汚染浄化事業に関する内規として、海軍作戦部長指令 5090.1C「環境
即応計画マニュアル」がある66。この内規によれば、海軍と海兵隊の土地資産（すなわ
ち基地・施設）において、汚染浄化措置を実施する主導機関は、前記大統領命令第
12580 号に基づく授権により、常に海軍省（Department of Navy）である、とされてい
る67。海軍省は、海軍のほか、海兵隊についても、活動の行政的側面を管轄するが、こ
の内規に従えば、海兵隊基地の汚染浄化事業は、最終的には海軍長官（Secretary of 
Navy）の統制下で実施されていると見られる。 
 
３ その他の主要法令：RCRA法と BRAC法 
 
(1) 汚染浄化事業と RCRA 法との関係 
 「資源保護回復法」（RCRA 法）は、1965 年の「一般廃棄物処分法」（Solid Waste 
Disposal Act）68の改定法として、1976 年に制定された。同法の目的は、廃棄物の処分又
は移送等について、［規制の観点から］監視及び管理を行うことである69。対象とされ
る「廃棄物」には、「一般廃棄物」と「有害廃棄物」があり、同法の準編（subtitle）
D は、前者については、当該廃棄物の発生施設が所在する州によって、規制が行われ
ることを規定している70。一方、後者については、準編 C（subtitle C）が、その日常的
な管理と処分について定めており71、EPA が、処分や移送に対する、規制の執行を管
理・統括する形となっている。本論文で取り上げるのは、基地で発生した、有害廃棄
物の処分・浄化に対する、同法の適用関係である。 
RCRA 法は、有害廃棄物の取扱い・貯蔵・処分を目的として、既存の施設を所有・
運用する者、又は、同じ目的で新たな施設の建設を計画している者に対して、EPA
（法の規定では「長官」（Administrator）。以下、同じ。）や州から許可を得るように
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（法の規定では「長官」（Administrator）。以下、同じ。）や州から許可を得るように
 
 
求めている72。一方、EPA と州は、このような施設において、有害廃棄物が排出され
た場合は、施設の所有・運用者に対して、是正措置、すなわち浄化（原文は
「corrective action」）を求めなければならない73。これは、廃棄物の排出が、当該施設
の敷地外に及んだ場合も同様である74。同法は、「施設の所有・運用者」について、特
段の定義を定めていないが、海兵隊命令では、ここで取り上げた、許可や是正要求に
関する、同法の規定に言及している75。RCRA 法［の適用］において、主たる関心事項
は、民間産業施設で発生した廃棄物にある、とされているが76、同法の規定は、政府機
関が、それらの施設を所有・運用する場合にも適用され、国防総省と陸海空 3 軍は、
その対象になると考えられる77。 
このように、基地汚染の浄化については、CERCLA 法のほか、RCRA 法も一般的に
適用される。RCRA 法の適用範囲・対象は、CERCLA 法と重なる部分が多く、ひとつ
の汚染用地について、両者が適用される可能性もあり、［汚染浄化について］いずれ
の法が適用されるか、［解釈上］混乱を生む場合もある、とされている78。 
なお、国防総省の内規である、国防総省マニュアル第 4715.20 号「国防環境修復計
画（DERP）管理」79は、両者の関係について言及しており、国防総省としては、汚染
浄化事業を行う場合、CERCLA 法に基づく手続の方が、より望ましいと考えており、
同法による手続の履行を追求することは、［結果として］RCRA 法による要請も満た
すことになる、と規定している80。 
一方、EPA は、こうした「是正」措置について、対象となる者に対し、単に履行を
求めるだけではなく、強制的に履行を命ずることもできる81。しかし、政府機関の施設
については、RCRA 法制定後、1992 年に至るまで、EPA が、「是正」命令を発するこ
とはなかったという82。このような状況をふまえ、同年に、RCRA 法の改正法として制
定されたのが、「1992 年連邦政府機関［法令］遵守法」（Federal Facility Compliance 
Act of 1992）である83。 
この法律は、EPA に対し、RCRA 法による、政府機関（軍）への行政的・司法的な
執行権限を明確に与えている、とされており84、改正後の RCRA 法によれば、EPA は、
私人・事業者に対するのと同様、あらゆる政府機関について、是正を行うよう、強制
的な行政措置（Administrative Enforcement Actions）を発動できるとされている85。 
一方、RCRA 法には、汚染が、環境や人の健康に対して、著しく危険を及ぼしてい
ると認められる場合、EPA が、有害廃棄物が排出された施設の所有・運用者に対し、
「必要な対処行為」を行うよう命ずることを規定した条項がある86。しかし、こうした
EPA の行政命令については、軍が従わず、紛争に発展したケースもある。他方、EPA
は、RCRA 法の同じ条項に基づいて、行政命令のほか、裁判により「是正」の履行を
迫ることもできるが87、政府機関については、司法的な手段による履行の強制は難しい
と見られている。「是正」命令をめぐる、EPA と軍の紛争や、軍に対し、裁判による
「是正」強制が困難な事情については、Ⅱ章第 2 節とⅢ章第 3 節で後述する。 
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(2) 基地閉鎖・再編計画と BRAC 法 
 「1990 年基地閉鎖再編法」（BRAC 法）は、閉鎖・再編対象となる基地・施設の選
定手続と、基地跡地の処分・移転手続を規定した法律である。BRAC 法に関する本論
文の主眼は、汚染浄化事業との関係という視点から、同法における、基地跡地の処
分・移転手続を紹介することにあるが、本節では、全体的な論旨の理解を助けるため、
法律の前提となる基地閉鎖・再編計画（Defense Base Closure and Realignment 以下、
BRAC）の実施経緯と、同法における、閉鎖・再編対象の選定手続について述べ、基
地跡地の処分・移転手続については、Ⅳ章第 1 節で後述する。 
 
(2-a) 基地閉鎖・再編計画の実施経緯 
米政府は、冷戦崩壊直前の 1988 年から、本土における基地の閉鎖・再編計画として、
BRAC を開始した。ここでは、2012 年 3 月 8 日、連邦議会下院軍事委員会即応力小委
員会に提出された、施設及び環境問題担当国防副次官であるドロシー・ロビン
（Dorothy Robyn）の書面証言から、BRAC の実施経緯を紹介する。 
BRAC は、1988 年以降、都合 5 回（1988 年・91 年・93 年・95 年・2005 年）にわた
って実施され、総計 200 件に達する、基地・施設の大規模な（原文は「Major」）閉鎖
又は再編を行った（内訳は、閉鎖が 121 件、再編が 79 件）。より小規模な（原文は
「Minor」）閉鎖又は再編措置は、総計 1,000 件にものぼっている88。 
なお、国防総省は、1988 年から 1995 年までに実施された、4 回分の閉鎖・再編計画
を「Legacy BRAC」と呼んでおり、現時点で最新の計画である、2005 年度の実施計画
「2005 BRAC」と区別している89。閉鎖・再編措置の内訳で両者を比較すると、大規
模閉鎖・再編の件数については、1995 年度までの各年と、2005 年度の間で、さほど大
きな違いは見られない。これに対し、小規模閉鎖・再編については、2005 年だけで
765 件に達しており、総計（1,000 件）の過半を占めている点が特徴的である90。 
一方、この間の閉鎖・再編計画により、国防総省所管の予算に及ぼした節約効果は、
累計 120 億ドルとなっている91。この節約分は、基地運用支援経費や人件費などへの拠
出に反映されており、その額は、アパッチ攻撃型ヘリ 300 機分、もしくは F/A-18E/F
スーパー・ホーネット 124 機分、ヴァージニア型潜水艦 4 隻分の調達額に、それぞれ
匹敵するという92。このような実績を踏まえて、ロビン国防副次官は、書面証言の中で、
BRAC は、基地の閉鎖・再編について、公正かつ客観的で、また、その有効性が証明
されている、唯一の手続として認められるに至った、と述べている93。 
 なお、BRAC が対象とする基地・施設における汚染浄化事業の成果については、Ⅲ
章で後述するが、ロビン国防副次官が、2010 年 3 月 17 日、連邦議会下院歳出委員会軍
事建設、退役軍人問題及び関連機関小委員会に提出した書面証言によれば、この時点
までに、当該対象用地 5,470 件のうち、4,647 件が、前述した「復旧」措置について、
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模閉鎖・再編の件数については、1995 年度までの各年と、2005 年度の間で、さほど大
きな違いは見られない。これに対し、小規模閉鎖・再編については、2005 年だけで
765 件に達しており、総計（1,000 件）の過半を占めている点が特徴的である90。 
一方、この間の閉鎖・再編計画により、国防総省所管の予算に及ぼした節約効果は、
累計 120 億ドルとなっている91。この節約分は、基地運用支援経費や人件費などへの拠
出に反映されており、その額は、アパッチ攻撃型ヘリ 300 機分、もしくは F/A-18E/F
スーパー・ホーネット 124 機分、ヴァージニア型潜水艦 4 隻分の調達額に、それぞれ
匹敵するという92。このような実績を踏まえて、ロビン国防副次官は、書面証言の中で、
BRAC は、基地の閉鎖・再編について、公正かつ客観的で、また、その有効性が証明
されている、唯一の手続として認められるに至った、と述べている93。 
 なお、BRAC が対象とする基地・施設における汚染浄化事業の成果については、Ⅲ
章で後述するが、ロビン国防副次官が、2010 年 3 月 17 日、連邦議会下院歳出委員会軍
事建設、退役軍人問題及び関連機関小委員会に提出した書面証言によれば、この時点
までに、当該対象用地 5,470 件のうち、4,647 件が、前述した「復旧」措置について、
 
 
進行中、もしくは完了段階に達しており94、全体比にすると、およそ 85％を占めてい
る。 
 
(2-b) 基地閉鎖・再編計画の決定手続 
BRAC 法は、1991 年以降実施される基地閉鎖・再編計画において、対象とされる基
地・施設の選定手続を定めている。対象基地・施設の選定は、独立機関である「基地
閉鎖・再編委員会」（Defense Base Closure and Realignment Commission）によって審議
されるが95、一連の選定手続において、主導的な役割は大統領にある。大統領は、上院
の助言と承認を得て、「基地閉鎖・再編委員会」の構成メンバー8 名を任命する96。選
定手続の大まかな流れは、国防総省が作成した候補リストについて、「基地閉鎖・再
編委員会」（以下、BRAC 委員会）が内容を審議し、改めて委員会として決定したリ
ストを大統領に送付、最終的にその承認を得る、といった形になっている97。 
国防長官は、候補リストを作成する際の基準［を示した文書］を、連邦官報
（Federal Register）に掲載し、連邦議会（上下院）の軍事委員会にも提出しなければな
らない。この基準については、少なくとも 30 日間以上の意見公募（パブリック・コメ
ント）期間が設定され、最終的な作成基準の決定には、その結果が反映される98。その
後、国防長官は、最終案として作成した閉鎖・再編リストを、連邦官報に掲載すると
ともに、連邦議会（上下院）の軍事委員会に提出する。両軍事委員会が、内容を承認
しない旨、共同決議を採択しない限り、この「最終案」は、閉鎖・再編リストを作成
するための「最終基準」とされる99。国防長官は、「最終基準」により作成したリスト
を「基地閉鎖・再編委員会」に提出する100。BRAC 委員会は、国防総省が作成したリ
ストに対する審議の結果と、自ら決定した候補リストを、基地閉鎖・再編に係る提言
として、大統領に送付する101。 
大統領は、BRAC 委員会の提言について検討し、最終的にその可否を決定する権限
を持っており、大統領の判断によって、その後の手続は細かく分かれる。大統領が、
BRAC 委員会の提言を承認する場合は、提言の内容に沿って、閉鎖・再編される基
地・施設が確定する。一方、大統領が提言を拒否した場合は、BRAC 委員会が、提言
内容を修正して、大統領に再提出する。大統領が、これを再度拒否した場合は、当該
の基地閉鎖・再編プロセス自体が停止されることとなる102。なお、大統領は、BRAC
委員会の提言に対し、内容の全部について、可否を判断する（原文は「all-or-non 
basis」）ことになっており、一部を取り出して承認又は拒否をすることはできない、
とされている103。 
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Ⅱ 基地汚染浄化事業の実施手続 
 
１ CERCLA法に基づく事業実施手続 
 
基地汚染浄化事業の実施手続については、CERCLA 法と「緊急対応計画」が、一般
的な内容を定め、国防総省や陸海空 3 軍の内規が、基地地汚染浄化問題の特性を反映
させた形で、それを補足・具体化する構造となっており、極めて体系的で詳細な内容
を備えている。ここでは、CERCLA 法と「緊急対応計画」のほか、国防総省や陸海空
3 軍による内規の一例として、前記国防総省マニュアル第 4715.20 号と、前記海兵隊命
令 P5090.2A を取り上げ、これらの法令に依拠しながら、主に、海兵隊基地の場合を
想定して、汚染浄化事業手続のポイントになると思われる部分を概観していく。 
なお、前述のとおり、汚染浄化事業には、「復旧」と「除去」の 2 種類がある。両
者の事業手続は、基本的には類似したものであるが、異なる部分も少なくない。本節
では、「除去」の場合と共通する部分も含めて、最初に、「復旧」を実施する場合の
事業手続について述べ、「除去」については、「復旧」の場合との相違点などに重点
を置いて紹介する。 
 
(1) 「復旧」措置における事業手続 
基地汚染浄化事業のプロセスは、当該基地・施設の用地において、何らかの汚染が
発見された場合104、軍の事業実施機関（本節では、以下、主として、当該用地が海兵
隊の基地・施設であり、海軍施設工兵隊が、事業実施機関である場合を想定して記述
する）が、今後更なる調査が必要であるか、記録類を調べたり、実際に現地調査を行
うことから開始される。国防総省マニュアルによれば、事業手続上、この過程は、
「汚染サイト（用地）の発見」（Site Discovery）と呼ばれる105。 
 
(1-a)「予備的審査」と「立入り調査」 
汚染が確認された用地では、最初に、NPL に登録すべきか否かを判断するため、軍
の事業実施機関による「予備的審査」（Preliminary Assessment）と「立入り調査」
（Site Inspection）が行われる106。「予備的審査」は、比較的短期の調査であり、対象
となる用地と周辺地域の情報収集を行う。「予備的審査」により、さらに調査が必要
と判断された用地については、有害物質を特定するためのサンプル収集など、「立入
り調査」に該当する関連措置が実施される107。 
CERCLA 法と「緊急対応計画」、国防総省マニュアルには、特段の期限が規定され
ていないが、海兵隊命令によれば、「予備的審査」に係る全ての作業は、「汚染サイ
トの発見」から 12 か月以内に行われる。事業実施機関である海軍施設工兵隊は、「予
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１ CERCLA法に基づく事業実施手続 
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「汚染サイト（用地）の発見」（Site Discovery）と呼ばれる105。 
 
(1-a)「予備的審査」と「立入り調査」 
汚染が確認された用地では、最初に、NPL に登録すべきか否かを判断するため、軍
の事業実施機関による「予備的審査」（Preliminary Assessment）と「立入り調査」
（Site Inspection）が行われる106。「予備的審査」は、比較的短期の調査であり、対象
となる用地と周辺地域の情報収集を行う。「予備的審査」により、さらに調査が必要
と判断された用地については、有害物質を特定するためのサンプル収集など、「立入
り調査」に該当する関連措置が実施される107。 
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ていないが、海兵隊命令によれば、「予備的審査」に係る全ての作業は、「汚染サイ
トの発見」から 12 か月以内に行われる。事業実施機関である海軍施設工兵隊は、「予
 
 
備的審査」の結果について、当該基地・施設による評価を求めるとともに、EPA や州
に対しても、審査の結果を提出しなければならない108。 
事業は、「予備的審査」と「立入り調査」の結果を受け、「復旧」措置実施に向け
た、次の段階へと進む。しかし、場合によっては、この時点で、軍の事業実施機関が、
今後、汚染浄化に係る特段の措置は実施しない（no need for action）と判断するか、又
は、「除去」のみで「復旧」措置は行わない、と判断することもある109。当該用地が
NPL に登録されない場合は、このような判断に至ることが多いと思われる。ただし、
海兵隊命令によれば、特段の浄化措置を実施しないという判断は、「復旧」措置に係
る手続（remedial process）の間にも、いくつかの段階で行うことができる、とされて
いる110。 
 
(1-b)「復旧措置調査」と「復旧可能性調査」 
EPA の判断で NPL への登録が決まった場合、6 か月以内に、軍の事業実施機関は、
EPA や州と協議の上、当該用地において「復旧措置調査」（Remedial Investigation）と
「復旧可能性調査」（Feasibility Study）を開始しなければならない111。国防総省マニ
ュアルによれば、「復旧措置調査」では、汚染状況に関する詳細な情報の収集と、環
境に与えるリスクの評価など、「復旧可能性調査」では、「復旧」措置として採用で
きる選択肢の検討と、浄化方法の評価などが行われる112。 
なお、「復旧可能性調査」を実施する際は、少なくとも、以下に挙げる選択肢が検
討されなければならない。それは、(ⅰ)特段の浄化措置を行わない、(ⅱ)当該用地に
ついて、制約条件無しで使用できる状態にまで「復旧」する、(ⅲ)利用に一定の制約
条件が付され、保護された状態にまで「復旧」する、の 3 つである113。 
「復旧可能性調査」の段階で、軍の事業実施機関が留意すべき重要な問題は、対応
措置の選択（基準の当てはめ）であるが、どのように、そしてどの程度まで汚染浄化
が実施されるべきかについて、CERCLA法自体には、特に定まった規定が無い。その
ため、実施方法は、個別のケースに応じて選択される114。 
浄化の実施についてCERCLA法が定めている要件は、「法律上適用され、又は適切
かつ適当な水準、要件、基準又は制限」（原文は「legally applicable or relevant and 
appropriate standard, requirement, criteria, or limitation」）を満たすべき、という、極めて
一般的な基準のみである115。CERCLA法が定めるこの要件は、原文の頭文字を取って
「ARARs」と呼ばれるが、本論文では、以下、便宜的に「適切性要件」と呼ぶことと
する。 
「適切性要件」は、CERCLA 法の制定時には存在しなかったが、SARA 法によって、
新たに盛り込まれた。その内容には、連邦レベルのほか、州の環境基準などを含める
ことができるとされている116。この点については、国防総省マニュアルも触れており、
「復旧措置調査」と「復旧可能性調査」では、対応措置の選択に「適切性要件」を当
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てはめる際、適用可能性のある連邦と州の法令を確認しなければならない、と規定し
ている117。ただし、対応措置の選択に当たり、本来、措置の内容に反映させることが
適当と考えられる「適切性要件」が採用されない場合もあり得る118。一方、「適切性
要件」については、内容が抽象的で曖昧なため、国防総省・軍と EPA や州との間で、
その解釈をめぐり、齟齬が生じる可能性は高いと思われる。 
 
(1-c)「決定記録」の作成と地域コミュニティーからの公聴手続 
これらの調査の結果、望ましいとされた対応措置は、事業計画として示されるが、
軍の事業実施機関は、公聴会（public meeting）開催などの手段により、計画に対する
地域コミュニティーからの意見を広く求める必要がある119。「緊急対応計画」によれ
ば、軍の事業実施機関は、事業計画について、住民への意見公募を行うため、30 日以
上の期間を設けなければならない。この期間は、最大 30 日間延長できる120。 
最終的に、軍の事業実施機関は、確定した事業計画を「決定記録」（Record of 
Decision）という文書にまとめる121。「決定記録」については、内容の閲覧が可能であ
る旨、一般に流通している、主要地元紙に公告が掲載され、対応措置が実施されてい
る間、周辺住民の利用に供される122。 
この文書には、(ⅰ)対応措置の選択における、評価基準の使用法、(ⅱ)選択された
対応措置によって、どの程度、健康及び環境を保護できるかということ、(ⅲ)対応措
置に「適切性要件」として反映される連邦や州の法令、(ⅳ)対応措置に「適切性要件」
として反映されない連邦や州の法令と、それらを適用除外する理由、(ⅴ)対応措置が
達成すべき目標、(ⅵ)地域コミュニティーから寄せられた意見に対して行われた、対
応措置の重要な変更、といった事項が記載される123。それでは、軍の事業実施機関に
よる、「決定記録」の作成から内容確定までの手続は、どのようになっているであろ
うか。 
海兵隊命令によると、用地が海兵隊の基地・施設である場合は、海軍施設工兵隊が
「決定記録」を作成し、当該基地・施設の司令官及び担当官による承認を求める。承
認を得れば、内容の確定（原文は「signed」）に至るが、基地・施設の司令官及び担当
官が、内容を承認しない場合、もしくは内容に疑義を示した場合は、海軍施設工兵隊
と海兵隊総司令官の間で、問題解決のため、協議がなされなければならない124。 
 
(1-d) 国防総省・軍と EPA による「機関間協定」（IAG）の締結 
基地汚染浄化手続において、重視されている論点のひとつは、実施に係る、国防総
省・軍と EPA の合意の取り決めである。CERCLA 法によれば、国防総省・軍と EPA
は、汚染浄化の実施について協議し、事業を管理するため、「復旧措置調査」と「復
旧可能性調査」の完了から 180 日以内に、「機関間協定」（Interagency Agreement 以
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達成すべき目標、(ⅵ)地域コミュニティーから寄せられた意見に対して行われた、対
応措置の重要な変更、といった事項が記載される123。それでは、軍の事業実施機関に
よる、「決定記録」の作成から内容確定までの手続は、どのようになっているであろ
うか。 
海兵隊命令によると、用地が海兵隊の基地・施設である場合は、海軍施設工兵隊が
「決定記録」を作成し、当該基地・施設の司令官及び担当官による承認を求める。承
認を得れば、内容の確定（原文は「signed」）に至るが、基地・施設の司令官及び担当
官が、内容を承認しない場合、もしくは内容に疑義を示した場合は、海軍施設工兵隊
と海兵隊総司令官の間で、問題解決のため、協議がなされなければならない124。 
 
(1-d) 国防総省・軍と EPA による「機関間協定」（IAG）の締結 
基地汚染浄化手続において、重視されている論点のひとつは、実施に係る、国防総
省・軍と EPA の合意の取り決めである。CERCLA 法によれば、国防総省・軍と EPA
は、汚染浄化の実施について協議し、事業を管理するため、「復旧措置調査」と「復
旧可能性調査」の完了から 180 日以内に、「機関間協定」（Interagency Agreement 以
 
 
下、IAG）と呼ばれる取り決めを結ぶこととされている125。この協定には、州も参加
することができる。 
海兵隊基地・施設の用地が対象とされる場合、IAG に署名するのは、施設及び環境
問題担当海軍次官補（Assistant Secretary of the Navy, Installations and Environment）であ
る126。 
なお、海兵隊命令によれば、IAG 締結前の段階で、すでに交渉・締結されている協
定があり、これを「連邦施設［の浄化に関する］協定」（Federal Facilities Agreement 
以下、FFA）と呼ぶ。前記海軍作戦部長指令にも同様の規定があるが、海兵隊命令に
よれば、FFA は、「決定記録」の確定後、IAG となる（原文は「becomes an IAG」）、
とされている127。 
この規定の意味は明らかでないが、CERCLA 法では、こうした協定を意味する用語
としては、IAG のみが用いられている。本論文では、概ね「IAG」を用いることとす
る。 
IAG については、「モデル協定」と見なされているものがある。それは、ヴァージ
ニア州のフォート・ユースティス（Fort Eustis）陸軍基地における浄化活動について、
陸軍省と EPA、ヴァージニア州が結んだ協定である128。施設及び環境問題担当国防副
次官が、陸海空 3 軍と「国防兵站局」（Defense Logistics Agency）に対して、2009 年 5
月に送った覚書は、NPL に登録された国防総省の施設については、この協定が、
CERCLA 法に基づき、IAG を締結する際の要件を満たす基準的な文書として使用され
る、と述べている129。 
CERCLA 法は、IAG に含まれるべき事項として、(ⅰ)対応措置として検討された選
択肢のほか、実際に選択された浄化方法及び、国防総省・軍と EPA の間で合意が得ら
れない場合、EPA が最終的に浄化方法を決定すること、(ⅱ)対応措置完了までの予定
表、（ⅲ）対応措置完了後の用地に対する長期的な維持管理方法の 3 つを挙げた上で、
これらに限られるものではない、と規定している130。 
前記 CRS 報告『CERCLA 法の概要』は、IAG は、EPA に対し、他の行政機関（この
場合は国防総省・軍）が、どのようにして、CERCLA 法の要件を満たす形で浄化活動
を行うか、公式化する（原文は「formalize」）機会を与える、と述べている131。この
見方によれば、EPA は、国防総省と軍の浄化事業に対し、IAG を通して、一定の影響
力を行使し得ると見なすことができるだろう。その一方で、GAO が、IAG の運用状況
について、2010 年にまとめた報告書は、実際には IAG が結ばれていないケースや、汚
染浄化をめぐる EPA と国防総省・軍との認識の齟齬によって、浄化事業に遅れが生じ
ていることなどを指摘している132。 
実際、陸海空 3 軍の内規には、IAG について、CERCLA 法とは多少異なる部分が散
見される。例えば、海兵隊命令は、IAG について締結期限を明記していない。「『復
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旧措置調査』と『復旧可能性調査』を実施する必要性が明らかになった時点から、極
力早急に」と規定するのみである133。 
また、CERCLA 法では特段規定されていないが、協定を締結する前提条件について
も触れており、協定に含まれる条項の内容が、現実的に実行可能であるなど、いくつ
かの要件が満たされた場合にのみ、合意することができる、としている134。これらの
条項は、IAG の締結義務をめぐる、軍の解釈に反映されている可能性も考えられる。
総じて、IAG については、締結義務や、協定の解釈・運用について、国防総省・軍と
EPA もしくは州との間で、紛争が発生する恐れが少なくないと思われるが、この問題
については、汚染浄化事業に関する評価という文脈から、Ⅲ章で詳しく触れることと
したい。 
 
(1-e)「復旧活動」の開始と実施要件 
実際の浄化活動は、これらの手続が完結した後、「決定記録」の内容を踏まえて着
手されることとなる。CERCLA 法は、「復旧措置調査」 と「復旧可能性調査」の手続
終了後 15 か月以内に、「復旧活動」（Remedial Action）が開始されなければならない
と規定している135。また、「緊急対応計画」は、「復旧活動」と並んで「復旧［計画
の］設計」（Remedial Design）と呼ばれる活動についても規定している。 
この規定によれば、「復旧設計」は、これまでに選択された、対応措置に係る実施
計画の策定を指し、「復旧活動」は、浄化設備の建設など（原文は「construction」）
による、対応計画の実施とされている136。海兵隊基地・施設の用地が対象とされる場
合は、これらの活動についても、海軍施設工兵隊が担当する。活動内容については、
同部隊と当該基地・施設や EPA、州との間で調整作業が行われ、同部隊の「復旧計画
管理者」（Remedial Project Manager）が、これを統括する137。 
「緊急対応計画」は、「復旧設計」と「復旧活動」の実施過程についても、いくつ
かの要件を定めている。軍の事業実施機関は、これらの活動を行う際、「決定記録」
において確認された「適切性要件」が、対応措置の選択に反映されるようにしなけれ
ばならない。一方、これらの活動において、本来望ましい「適切性要件」の適用が免
除される場合は、免除の前提条件が満たされたことを示す必要がある138。 
そのほか、「復旧設計」と「復旧活動」の実施過程では、「決定記録」の場合と同
様、地域コミュニティーによる関与が重視されている。この問題に関する「緊急対応
計画」の規定は、極めて詳細なため、ここでは一例を挙げるに止める。軍の事業実施
機関は、「復旧設計」に着手する前の段階で、「地域コミュニティーとの関係に関す
る計画」（Community Relations Plan）と題する文書の内容を検討しなければならない。
この文書は、汚染浄化活動に関する住民参加の内容等について、事業実施機関が策定
する計画である139。 
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も触れており、協定に含まれる条項の内容が、現実的に実行可能であるなど、いくつ
かの要件が満たされた場合にのみ、合意することができる、としている134。これらの
条項は、IAG の締結義務をめぐる、軍の解釈に反映されている可能性も考えられる。
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この規定によれば、「復旧設計」は、これまでに選択された、対応措置に係る実施
計画の策定を指し、「復旧活動」は、浄化設備の建設など（原文は「construction」）
による、対応計画の実施とされている136。海兵隊基地・施設の用地が対象とされる場
合は、これらの活動についても、海軍施設工兵隊が担当する。活動内容については、
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管理者」（Remedial Project Manager）が、これを統括する137。 
「緊急対応計画」は、「復旧設計」と「復旧活動」の実施過程についても、いくつ
かの要件を定めている。軍の事業実施機関は、これらの活動を行う際、「決定記録」
において確認された「適切性要件」が、対応措置の選択に反映されるようにしなけれ
ばならない。一方、これらの活動において、本来望ましい「適切性要件」の適用が免
除される場合は、免除の前提条件が満たされたことを示す必要がある138。 
そのほか、「復旧設計」と「復旧活動」の実施過程では、「決定記録」の場合と同
様、地域コミュニティーによる関与が重視されている。この問題に関する「緊急対応
計画」の規定は、極めて詳細なため、ここでは一例を挙げるに止める。軍の事業実施
機関は、「復旧設計」に着手する前の段階で、「地域コミュニティーとの関係に関す
る計画」（Community Relations Plan）と題する文書の内容を検討しなければならない。
この文書は、汚染浄化活動に関する住民参加の内容等について、事業実施機関が策定
する計画である139。 
 
 
 
(1-f)「復旧」措置の進捗状況に対する評価 
 汚染浄化事業が終結する前提条件は、必要とされる全ての対応措置が実施され、完
了したと判断されることであり、そのためには、事業の進捗状況が、その都度、適切
に評価されなければならない。国防総省マニュアルによれば、汚染浄化事業の進捗状
況は、2 つの段階に分けて評価される。 
第 1 の段階は「復旧措置の進行」（Remedy in Place）である。この段階に至ってい
ると判断される場合の基準は、浄化設備の建設など、必要とされる対応措置が着手さ
れ、「復旧設計」に盛り込まれた内容で、実際に機能し、運用されており、「決定記
録」に記載された浄化目標の達成が見込まれることである140。国防総省マニュアルは、
この段階を示す具体例として、土壌ガス吸引システム（Soil Vapor Extraction System）
が設置され、設計どおりに運用されていることなどを挙げている141。 
 第 2 の段階は「復旧措置の完了」（Response Complete）である。到達判断の基準は、
「予備的審査」、「立入り調査」、「復旧措置調査」といった手続が終了し、もはや、
さらなる対応措置を行う必要が認められないこと、「復旧措置の進行」段階に達し、
現に運用されている「復旧活動」によって、浄化目標が達成されたと認識されること
である142。軍の事業実施機関（原文は「DoD Component」）は、この段階に達したこ
とを確認次第、「復旧措置完了報告」（Remedial Action Completion Report）と題した
文書を作成しなければならない。この報告は、当該用地が NPL の登録から除外される
ための基本的な条件となる143。 
この報告については、EPA による分析と承認が必要とされる144。軍の事業実施機関
は、「復旧」措置の完了について、EPA の同意（原文は「regulatory agreement」）を求
めることになるが、同意が得られなかった場合は、軍として「『復旧』措置完了」の
決定をする。その際は、「記録覚書」（Memorandum For the Record）という文書を作
成しなければならない145。この文書には、軍が、同意を得るために行った手続や、同
意を得られなかった原因に関する認識、「復旧」措置が完了したと判断する理由など
が記載される。記載内容は、通常の判断力を有する者であれば、「措置完了」につい
て、軍と同様の結論に至ることが予期されるに足る、詳細なものとする必要がある146。 
 しかしながら、以上の手続は、基本的には、「軍としては、復旧が完了したという
認識を持っている」ということを、単に説明・正当化するためのものとも考えられる。
国防総省マニュアルや「緊急対応計画」には、「措置完了」をめぐり、軍と EPA の認
識の齟齬が生じた場合、紛争を調整・解決するための手続が、特段見られない。従っ
て、「復旧」措置の完了に係る判断は、最終的には、国防総省と陸海空 3 軍に委ねら
れる度合いが大きくなると思われる。これは、事業実施者の判断に対して、外部から
の監視や統制が困難となることも意味しており、基地汚染浄化事業が抱えている問題
点のひとつと考えられる。 
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(1-g) 用地の長期管理と「復旧」措置の評価 
 「復旧」措置が完了した後も、より長期的な観点から汚染対策を行うため、浄化事
業の手続は続行される。また、「復旧」措置継続中、当該措置の内容を評価する枠組
みも整備されている。国防総省マニュアルによれば、軍の事業実施機関は、措置完了
後、当該用地が、汚染から保護された状態にあるか、長期にわたって、監視活動を行
う（Long Term Management）147。一方、選択された「復旧活動」が、無条件での用地使
用に必要な環境基準を超える、有害物質や汚染を残留させる場合は、活動が行われて
いる間、5 年ごとにその評価（Review）を行わなければならない148。この評価は、
CERCLA 法と「緊急対応計画」に基づくもので、それ以外の法令に依拠して行われた
復旧措置には適用されない149。最初の評価は、「復旧活動」の着手後 5 年以内に行わ
れ150、以降、当該用地を制約条件無しで使用し得る段階に達するまで、5 年ごとに続
けられる151。 
軍の事業実施機関は、評価の際、新たに制定もしくは改正された法令で、「適切性
要件」に当てはまると思われるものについて、「復旧」措置に与える影響という観点
から、分析する必要がある152。評価の結果は、報告としてまとめられ、EPA や州の環
境当局などに提出される。評価の結果、「復旧」措置の内容に変更を加える必要が生
じた場合、軍の事業実施機関は、変更内容について、EPA や州の環境当局による検討
とコメントを求めるとともに、「決定記録」の改訂など、更なる関連文書の作成を行
わなければならない153。 
長期の監視・管理活動が終了し、さらなる浄化措置が不要となった段階で、汚染浄
化事業は最終的に完結する。この段階を「用地閉鎖」（Site Closeout）と呼ぶ154。海兵
隊命令は、当該基地・施設［の司令官］が、EPA に対して、全ての措置が終結し、当
該用地が NPL から除外されるべきことを通知する、としている155が、このとおり、
「用地閉鎖」は、NPL からの登録除外を意味することとなる。 
ここで注意すべき点は、汚染浄化手続における「用地閉鎖」は、一般にいう「基
地・施設の閉鎖」（Base Closure）とは異なることである。「基地・施設の閉鎖」は、
当該基地・施設において、管理者としての軍による、基地活動が停止したことを意味
するが、それは、必ずしも汚染浄化手続の完了と同義ではない。むしろ、「基地・施
設の閉鎖」後も、当該用地は NPL に登録され、浄化事業自体も継続する場合が多いと
考えられる。 
 
(1-h)「復旧」措置における事業手続の特徴 
ここまで述べてきたように、NPL に登録された用地の汚染浄化、すなわち「復旧」
措置については、このように段階的かつ厳格な手続が要求される。しかし、こういっ
た複雑な手続を踏むことによって、浄化活動が長期化し、結果的に事業経費が高額と
なるほか、周辺地域による円滑な利用に支障を来す、といった問題も指摘されている156。
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(1-g) 用地の長期管理と「復旧」措置の評価 
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じた場合、軍の事業実施機関は、変更内容について、EPA や州の環境当局による検討
とコメントを求めるとともに、「決定記録」の改訂など、更なる関連文書の作成を行
わなければならない153。 
長期の監視・管理活動が終了し、さらなる浄化措置が不要となった段階で、汚染浄
化事業は最終的に完結する。この段階を「用地閉鎖」（Site Closeout）と呼ぶ154。海兵
隊命令は、当該基地・施設［の司令官］が、EPA に対して、全ての措置が終結し、当
該用地が NPL から除外されるべきことを通知する、としている155が、このとおり、
「用地閉鎖」は、NPL からの登録除外を意味することとなる。 
ここで注意すべき点は、汚染浄化手続における「用地閉鎖」は、一般にいう「基
地・施設の閉鎖」（Base Closure）とは異なることである。「基地・施設の閉鎖」は、
当該基地・施設において、管理者としての軍による、基地活動が停止したことを意味
するが、それは、必ずしも汚染浄化手続の完了と同義ではない。むしろ、「基地・施
設の閉鎖」後も、当該用地は NPL に登録され、浄化事業自体も継続する場合が多いと
考えられる。 
 
(1-h)「復旧」措置における事業手続の特徴 
ここまで述べてきたように、NPL に登録された用地の汚染浄化、すなわち「復旧」
措置については、このように段階的かつ厳格な手続が要求される。しかし、こういっ
た複雑な手続を踏むことによって、浄化活動が長期化し、結果的に事業経費が高額と
なるほか、周辺地域による円滑な利用に支障を来す、といった問題も指摘されている156。
 
 
実際、CERCLA 法や「緊急対応計画」は、「復旧」措置の完結について、特に期限を
明記していない（IAG には、完結までの予定表を盛り込むことになっているが）。 
このため、CERCLA 法には、浄化が完結していない段階でも、再利用の促進という
観点から、当該用地の州や民間等への引き渡しを可能とする（いわゆる「Early 
Transfer」）条項）157も含まれているが、この点については、Ⅳ章第 1 節で後述する。
一方、事業の進捗評価など、事業手続における根幹的な部分について、CERCLA 法及
び「緊急対応計画」と、国防総省・軍の内規には、微妙にニュアンスの異なる部分が
見られる。国防総省と軍による汚染浄化事業が、概ね、CERCLA 法が要請するプロセ
スに従う形となっていることは確かであろう。しかし、その一方で、実施手続上、重
要と見られる部分については、国防総省・軍の裁量権が広く及んでいる可能性も考え
られる。この点については、Ⅲ章で、実例を踏まえつつ、改めて詳しく検証したい。 
 
(2) 「除去」措置における事業手続 
 前述のとおり、CERCLA 法には、「除去」措置について、明確な手続規定に当たる
ものが無いように思われる。一方、「緊急対応計画」や軍の内規などでは、「除去」
についても、基本的には、「復旧」の場合に準じた、段階的な手続が規定されている。
ただし、「復旧」の場合より、手続上の要件は、内容がより簡略で、厳格性にも乏し
い点が特徴と言えるだろう。ここでは、「緊急対応計画」や国防総省マニュアル、海
兵隊命令に従って、「除去」手続の概要を紹介する。 
 
(2-a)「除去」措置の大まかな流れ 
「除去」措置を実施する場合も、当該用地の汚染状況に関する分析や、地域コミュ
ニティーの関与といった基本的な要件については、「復旧」の場合と同様に満たされ
る必要がある。「緊急対応計画」は、軍の事業実施機関は、「除去」に着手しようと
する際、まず、対応措置として「除去」が適切かどうかを決定するため、当該用地に
ついて、「復旧措置」に係る予備的調査などが行われている場合に得られた情報や、
用地の現状などに対する評価（原文は「removal site evaluation」）を行わねばならない、
と規定している158。 
その上で、軍の事業実施機関は、当該用地が NPL に登録されているか否かを問わず、
公衆衛生や環境に対する脅威が存在すると認められる場合は、［それをもたらしてい
る］有害物の排出もしくは、その恐れに対応するため、適切なあらゆる「除去」措置
を実施できる、とされている159。従って、事業類型を紹介した箇所でも述べたが、
「除去」措置は、軍が所管する全ての汚染用地について実施され得る、ということに
なる。 
「緊急対応計画」は、評価着手から浄化事業をめぐる意思決定に至る過程や、事業
実施に対する地域コミュニティーの関与についても触れている。評価作業を経て「除
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去」の実施が決まり、実際の浄化作業が開始されるまでには、少なくとも 6 か月の期
間が必要とされる。その間、軍の事業実施機関は、浄化方法の選択肢について、「工
法評価及び費用分析」（engineering evaluation/cost analysis）と呼ばれる作業を行う必要
がある160。 
事業の実施過程では、自治体や住民に対する事業内容の広報・説明が適宜行われる。
軍の事業実施機関は、当該業務に就く報道官を任命するとともに161、浄化作業開始後
60 日以内に、事業計画に関する行政記録を閲覧できる旨、一般に流通している、主要
地元紙に公告を掲載しなければならない162。行政記録の内容については、「復旧」措
置における公聴手続と同様、住民に対する意見公募のため、30 日以上の期間が設定さ
れる163。 
なお、「緊急対応計画」によると、「除去」措置は、「復旧」措置の効率的な実施
に寄与するため、実行可能な程度で行われる必要がある164。このことから、CERCLA
法と「緊急対応計画」では、「除去」措置については、「復旧」措置の前段階で行わ
れる場合があると想定されていることが分かる。 
この点と関連するが、国防総省マニュアルは、「除去」が、当該汚染への最終的な
対応措置として行われる場合、軍の事業実施機関は、EPA や州の環境当局（原文は
「regulatory agencies」）に対し、その決定について検討する機会を与えなければなら
ない、と規定している165。一方、「緊急対応計画」と国防総省マニュアルは、「除去」
措置に係る、事業完結の判断手続等については、特に規定していないが、海兵隊命令
によると、「除去」措置によって、当該汚染に十分な対応ができていないと判断され
る場合は、「復旧」措置への転換を行う必要がある166。いずれにしても、「除去」と
「復旧」は、汚染浄化事業をめぐる一連の手続において、密接に関連した、シームレ
スな流れを構築しているものと見られる。 
 
(2-b)「除去」措置における事業手続の特徴 
 前述したとおり、「除去」措置については、「復旧」措置の場合と、基本的には類
似しながらも、より簡略な手続が適用される。国防総省マニュアルは、「除去」措置
の一般的な特徴について、有害物質の排出もしくはその恐れがあり、迅速な対応が必
要とされる場合に実施される措置であるが、浄化方法選択の際に、詳細な分析などは
必要とされないため、通常、「復旧」措置が提供できるような、汚染からの保護や永
続的な事業効果はもたらさない、としている167。 
 「除去」措置には、「復旧」の場合には必要とされる、いくつかの手続が適用され
ない。海兵隊命令によれば、NPL に登録されていない用地での、CERCLA 法に基づく
汚染浄化事業［すなわち「除去」措置］では、「決定記録」の作成や IAG の締結は求
められていない168。「除去」措置の場合も、事業計画に関する記録は、「工法評価及
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去」の実施が決まり、実際の浄化作業が開始されるまでには、少なくとも 6 か月の期
間が必要とされる。その間、軍の事業実施機関は、浄化方法の選択肢について、「工
法評価及び費用分析」（engineering evaluation/cost analysis）と呼ばれる作業を行う必要
がある160。 
事業の実施過程では、自治体や住民に対する事業内容の広報・説明が適宜行われる。
軍の事業実施機関は、当該業務に就く報道官を任命するとともに161、浄化作業開始後
60 日以内に、事業計画に関する行政記録を閲覧できる旨、一般に流通している、主要
地元紙に公告を掲載しなければならない162。行政記録の内容については、「復旧」措
置における公聴手続と同様、住民に対する意見公募のため、30 日以上の期間が設定さ
れる163。 
なお、「緊急対応計画」によると、「除去」措置は、「復旧」措置の効率的な実施
に寄与するため、実行可能な程度で行われる必要がある164。このことから、CERCLA
法と「緊急対応計画」では、「除去」措置については、「復旧」措置の前段階で行わ
れる場合があると想定されていることが分かる。 
この点と関連するが、国防総省マニュアルは、「除去」が、当該汚染への最終的な
対応措置として行われる場合、軍の事業実施機関は、EPA や州の環境当局（原文は
「regulatory agencies」）に対し、その決定について検討する機会を与えなければなら
ない、と規定している165。一方、「緊急対応計画」と国防総省マニュアルは、「除去」
措置に係る、事業完結の判断手続等については、特に規定していないが、海兵隊命令
によると、「除去」措置によって、当該汚染に十分な対応ができていないと判断され
る場合は、「復旧」措置への転換を行う必要がある166。いずれにしても、「除去」と
「復旧」は、汚染浄化事業をめぐる一連の手続において、密接に関連した、シームレ
スな流れを構築しているものと見られる。 
 
(2-b)「除去」措置における事業手続の特徴 
 前述したとおり、「除去」措置については、「復旧」措置の場合と、基本的には類
似しながらも、より簡略な手続が適用される。国防総省マニュアルは、「除去」措置
の一般的な特徴について、有害物質の排出もしくはその恐れがあり、迅速な対応が必
要とされる場合に実施される措置であるが、浄化方法選択の際に、詳細な分析などは
必要とされないため、通常、「復旧」措置が提供できるような、汚染からの保護や永
続的な事業効果はもたらさない、としている167。 
 「除去」措置には、「復旧」の場合には必要とされる、いくつかの手続が適用され
ない。海兵隊命令によれば、NPL に登録されていない用地での、CERCLA 法に基づく
汚染浄化事業［すなわち「除去」措置］では、「決定記録」の作成や IAG の締結は求
められていない168。「除去」措置の場合も、事業計画に関する記録は、「工法評価及
 
 
び費用分析」により作成されるが、その内容は、「決定記録」ほど詳細ではないと考
えられる。 
他方、後で述べるように、軍の「除去」措置に対する監視は、EPA ではなく、州が
主たる役割を担っていることから、EPA との協定である IAG の締結については、「除
去」措置の手続において、特に規定する必要性が無いものと解される。ただし、実施
手続上、これらの要件を欠く点や、手続要件が全般的に簡略なものとされている点は、
事業実施者の判断に対する外部からの監視や統制が、「復旧」措置の場合よりも、さ
らに困難となる可能性を示唆しているように思われる。 
なお、次頁に掲げる図は、CERCLA 法と「緊急対応計画」に基づく、基地汚染浄化
事業の流れを、大まかな概念図として示したものである。 
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図 CERCLA法と「緊急対応計画」に基づく基地汚染浄化事業の流れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典）以下の資料を参考に、筆者が作成。See Department of the Navy, Headquarters, United States Marine 
Corps, Marine Corps Order P5090.2A (MCO P5090.2A), Environmental Compliance and Protection Manual, 10-43, 
fig.10-1 (Jan.22, 2008). 
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図 CERCLA 法と「緊急対応計画」に基づく基地汚染浄化事業の流れ 
 
 
 基地・施設における汚染の発見  
▼ 
 予備的審査（Preliminary Assessment）  
▼ 
 立入り調査（Site Inspection）  
▼ 
NPL サイトに登録されない場合 
                       ⇘ 
除去措置（Removal Action）へ 
NPL サイトに登録される場合   
        ⇘ 
 復旧措置調査（Remedial Investigation）  
 復旧可能性調査（Feasibility Study）  
▼ 
 復旧方法の選択（Selection of Remedy）  
 決定書（Record of Decision）の作成  
▼ 
 復旧計画に対する公聴手続の実施   
 
 機関間協定（Interagency Agreement）の締結  
▼ 
 復旧［計画の］設計（Remedial Design）  
▼ 
 復旧活動（Remedial Action）の実施  
▼ 
 復旧措置の維持運用（Operations and Maintenance）  
▼ 
 長期的な監視活動（Long Term Monitoring）  
▼ 
 用地閉鎖（Site Closeout）  
 
 
出典）以下の資料を参考に、筆者が作成。See Department of the Navy, Headquarters, United States Marine 
Corps, Marine Corps Order P5090.2A (MCO P5090.2A), Environmental Compliance and Protection Manual, 
10-43, fig.10-1 (Jan.22, 2008). 
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図 CERCLA法と「緊急対応計画」に基づく基地汚染浄化事業の流れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典）以下の資料を参考に、筆者が作成。See Department of the Navy, Headquarters, United States Marine 
Corps, Marine Corps Order P5090.2A (MCO P5090.2A), Environmental Compliance and Protection Manual, 10-43, 
fig.10-1 (Jan.22, 2008). 
 
 
２ 事業手続への連邦環境保護庁（EPA）と州の関与 
 
 本論文では、基地汚染浄化の手続を紹介していく中で、連邦環境保護庁（EPA）と
州が果たす役割についても、適宜触れてきたが、ここで改めて、この問題を整理して
おく必要があろう。これまで見てきたように、CERCLA 法と「緊急対応計画」に基づ
く基地汚染浄化事業は、主として、NPL に登録された軍の用地を対象にしていると考
えられるが、こうした用地の場合、EPA は、IAG という、軍との合意取り決めを通し
て、基地汚染浄化事業に関与することができる。また、EPA には、事業に関わる各種
の調査や報告等について、その都度、軍に提出を求め、その内容についても検討や承
認を行う権限がある。これらの点については、本章第 1 節で述べたとおりである。 
これに対し、NPL に登録されていない用地における事業については、CERCLA 法に
より、州の定める環境関連法規が適用されることから169、州が、より実体的な役割を
果たすと見られる。この場合、浄化方法は、州の関連法規の一般的な適用という条件
の下で、軍が決定し、州が、その実施内容を監視・統制するということになろう。 
また、CERCLA 法は、用地が NPL に登録されているか否かを問わず、浄化事業に関
わる住民参加を保障しているが170、同法には、そのほか、州や周辺住民の関与につい
て定めた規定として、「市民訴訟」（Citizen Suit）と呼ばれる条項がある171。国防総
省や軍による浄化事業が、各種関連法令の定める要件と適合しない形で行われている
と見られる場合、州と周辺住民は、この条項に基づき、是正を求めて訴訟を提起する
ことができる172。こうした「市民訴訟」条項は、米国における、環境関連法の多くに
盛り込まれており、前記 RCRA 法でも規定されている173。 
CERCLA 法が、基地汚染浄化事業について、EPA と州、周辺住民の役割と関与を認
めていることは明らかである。特に、州については、その権能を強調する見方も少な
くない174。しかし、CERCLA 法は、浄化を実施していく際の一般的な意思決定上の手
続を規定するに止まっており、個別具体的な意思決定は、国防総省・軍の規則やガイ
ダンスなどに委ねられる形となっている175。これは、基地汚染除去については、軍の
内規と裁量の占める比重が大きくなることを示唆していると考えられる。 
それでは、EPA と州、周辺住民が、訴訟などを通して、自らが適当と見なす浄化方
法を、国防総省と軍に対し強制的に求める権限は、どの程度担保されているであろう
か。最初に EPA であるが、司法省は、行政機関が、他の行政機関による法令違反と見
られる行為や決定について、是正を求めて訴訟を起こすことはできない、と解釈して
おり、この考え方を「Unitary Executive」と呼んでいる176。従って、EPA が国防総省や
軍に対し、浄化事業の実施について、司法的手段に訴えることはできず、実際は、説
得や協議などによって、是正を求めていると見られる177。なお、前述のとおり、EPA
は、国防総省と軍による汚染浄化手続が、法令に適合していないと見なされる場合、
RCRA 法などに基づいて、是正を行うよう、行政命令を発することができる。 
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一方、州と周辺住民は、国防総省や軍に対し、先に述べた「市民訴訟」を提起する
ことができる。裁判の結果によっては、州や住民にとって、より適正な基準の適用が
命ぜられる可能性はあるが、基地汚染浄化事業については、全般的に、国防総省と軍
の裁量に委ねられている部分が大きく、EPA と州が執行過程に関与できる度合は、実
態的には少ないのではないかと思われる。以上、基地汚染浄化をめぐる、EPA と州・
地元住民の役割や、その限界について、概略的に述べたが、この問題は、本論文にお
ける重要な論点と考えられるので、改めてⅢ章でも触れたい。 
 
 
Ⅲ 国防総省の環境修復計画と汚染浄化事業の問題点 
 
１ 国防環境修復計画（DERP）の構成 
 
 国防総省と軍による基地・施設の汚染浄化は、「国防環境修復計画」（Defense 
Environmental Restoration Program 以下、DERP）と呼ばれる事業計画によって管理さ
れている。この事業計画は、1986 年の SARA 法によって、基地・施設についても汚染
浄化が義務づけられたことを受けて、同年から開始されたものである。DERP の直接
的な実施根拠は SARA 法であるが178、そのほか関連法令として、前記国防総省指令第
4715.07 号や、施設及び環境問題担当国防副次官名で、計画実施の準則について陸海
空 3 軍などに宛てられた書簡、陸海空 3 軍による規則・ガイダンスなどがある。DERP
の個別的な事業計画の詳細については、このうち、「DERP 管理ガイダンス」
（Management Guidance for the Defense Environmental Restoration Program）と題する、環
境問題等担当国防副次官の書簡によって定められている179。 
 DERP が定める事業計画には、「施設修復計画」（Installation Restoration Program 
以下、 IRP）、「弾薬処理計画」（Military Munitions Response Program 以下、
MMRP）、「建築物破壊及び残骸除去計画」（Building Demolition/Debris Removal 以
下、BD/DR）の 3 つがある180。これらの事業計画は、全て、現在も運用されている基
地・施設のほか、BRAC が対象としている基地・施設と、以前、国防総省と軍が管轄
していた施設の跡地（Formerly Used Defense Sites 以下、FUDS）にも適用される。 
なお、DERP の事業対象が米本土とその領域・自治領の基地・施設に限定される181
のに対し、陸軍の内規によれば、海外での浄化活動にのみ適用される事業計画として、
「環境遵守に関連した浄化活動」（Compliance-Related Cleanup）と呼ばれるものがあ
る。この事業計画は、海外での基地環境汚染を、その対象としている182。 
以下、DERP を構成する各事業計画の概要を記す。最初に、IRP についてであるが、
汚染除去事業としての IRP は、元々1976 年から運用されていた。その後、1986 年に
DERP が開始された際、その中核的な事業として取り込まれることとなる183。IRP は、
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一方、州と周辺住民は、国防総省や軍に対し、先に述べた「市民訴訟」を提起する
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CERCLA 法で定める有害物質や汚染物質のほか、石油・燃料、低レベル放射性物質も
しくはその廃棄物で、その排出が、SARA 法の発効時点である、1986 年 10 月 17 日以
前に発生したものを主な対象としている184。従って、この日付以降に排出された汚染
物質等は、原則的には対象とされない。 
IRP については、このほか、2001 年 8 月に行われた「DERP 管理ガイダンス」の改
正により、2000 年 9 月 30 日以前から基地・施設に残留している不発弾や、弾薬使用に
伴う化学性残留物などが事業対象に加えられている185。なお、この場合の「基地・施
設」には、現在も運用されている訓練場や FUDS は含まれない186。 
MMRP は、2001 年から運用されている事業計画であり187、DERP が事業対象とする
施設に残留している、不発弾や化学性残留物などの除去を目的とする。現在も運用中
の訓練場や FUDS を除く施設では、2002 年 9 月 30 日以前から、FUDS では、1986 年
10 月 17 日以前から残留している、不発弾や化学性残留物などが事業対象とされる188。
BD/DR は、基地の運用にとって危険と見なされる、建造物や構造物の破壊・除去を目
的とする計画であり、1986 年 10 月 17 日以降、使用されていない建造物や構造物が事
業対象とされる189。 
これら事業計画の実施経費は、国防総省が所管する 2 つの予算費目から拠出される。
陸海空 3 軍各省が所管する「各省環境修復会計」（Component Environmental 
Restoration (ER) Account 以下、ER）と BRAC 計画の実施経費である。ER は、現在運
用されている基地・施設と FUDS での事業に、BRAC 計画の実施経費は、もっぱら
BRAC が対象とする基地・施設での事業にそれぞれ拠出される190。 
 
２ DERPの実施状況：概要と予算・実施例 
 
(1) 実施状況の概要 
2008 年 9 月 18 日、施設及び環境問題担当国防副次官であるウエイン・アーニー
（Wayne Arny）が、連邦議会上院環境及び公共事業委員会の公聴会に提出した書面証
言によれば、DERP が始まった 1986 年以降、2008 年までに、国防総省は、DERP の実
施経費として 280 億ドルを拠出し、現在運用している施設（Facility）1,600 か所以上、
BRAC の対象施設 200 か所、FUDS に含まれる用地（Site）9,900 か所、個々の用地レベ
ルでは、総計 31,000 か所以上で浄化事業を行っている。この結果、2007 会計年度末時
点で、用地の 21,600 か所以上（用地数の全体比では 69％）は、浄化が完了した191。な
お、浄化事業が実施された用地の総計は 31,487 か所であるが、このうち 8,736 か所は、
NPL に登録された用地である192。 
 このほか、施設及び環境問題担当国防副次官代理であるジョン・コンガー（John 
Conger）が、2013 年 5 月 9 日、連邦議会上院歳出委員会軍事建設、退役軍人問題及び
関連機関小委員会の公聴会に提出した書面証言は、DERP の実施状況について、より
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最近の動向と今後の見通しを示している。この公聴会提出資料に従って、事業主体ご
とに、最新の進捗実績と進捗予定をまとめたものが、下記一覧表（表 1）である。 
 
表 1 国防環境修復計画（DERP）の進捗実績と進捗予定 
 2012 年度末の進捗実績 2018 年度末の進捗予定 2021 年度末の進捗予定 
陸軍 88％ 97％ 98％ 
海軍 72％ 89％ 95％ 
空軍 68％ 89％ 94％ 
国防兵站庁（DLA） 88％ 91％ 91％ 
施設跡地（FUDS） 75％ 90％ 94％ 
全体の進捗度 77％ 92％ 96％ 
出典）以下の資料に依拠して、筆者が作成。Statement of Mr. John Conger, Acting Deputy Undersecretary of Defense 
(Installations and Environment), Before the Senate Appropriations Subcommittee on Military Construction, Veteran Affairs, and 
Related Agencies, 113th Cong. tbl.5 (2013), available at  
http://www.appropriations.senate.gov/ht-military.cfm?method=hearings.view&id=2d73b2f9-649e-43d3-802b-1184aa362e21. なお、
この資料にはページが掲載されていない。 
注）ここで対象とされている事業は、現在運用されている用地と、BRAC 対象用地における「施設修復計画」（IRP）
及び「弾薬処理計画」（MMRP）、施設跡地（FUDS）における「施設修復計画」である。なお、国防兵站庁（Defense 
Logistics Agency）は、国防総省の外局である。 
 
 この公聴会提出資料によれば、国防総省は、2012 会計年度だけで、900 か所の用地
について汚染浄化事業を完了したという。また、復旧措置が行われている用地は、全
体で 38,000 か所以上にのぼるが、そのうち 29,000 か所以上は、活動後の状況監視（モ
ニター）もしくは、事業完了状態に達したとされている193。一覧表から分かるとおり、
DERP は、今後 10 年以内には、事業全体がほぼ完了する見通しとされている。しかし、
汚染浄化事業の進捗・完了は、実質上、国防総省と陸海空 3 軍の判断に委ねられる形
になっており、EPA や州、地域コミュニティーとの間で、進捗評価をめぐる紛争など
が生起すれば、今後の見通しに一定の影響が及ぶ可能性も考えられる。この点につい
ては、本章第 3 節やⅣ章第 2 節で、実例も踏まえながら後述する。 
 
(2) 最近の予算措置 
 ここでは、国防総省が作成した予算説明書「2014 会計年度予算見積もり：運用維持
経費の概要」から、最近の予算動向を紹介する。先に紹介したとおり、DERP の実施
経費は、陸・海・空各軍の「各省環境修復会計」と、BRAC 計画の関連予算から拠出
される。次ページの一覧表（表 2）は、DERP の実施経費として、国防総省の予算費目
である「運用維持経費」の中に計上されている、最近の予算額をまとめたものである。 
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表 2 国防環境修復計画（DERP）関連予算の計上状況 
 2012 会計年度 2013 会計年度 2014 会計年度 
環境修復会計（ER）総額 1,521.1 1,424.5 1,302.9 
陸軍省分 346.1 335.9 298.9 
海軍省分 308.0 310.6 316.1 
空軍省分 525,4 529.3 439.8 
基地跡地（FUDS）分 328.3 237.5 237.4 
国防総省分（その他） 13.3 11.2 10.7 
BRAC 関連経費総額 509.5 393.0 379.3 
陸軍分  178.4 133.2 129.8 
海軍分 215.0 142.7 130.1 
空軍分 116.1 117.1 119.4 
国防総省分（その他） 0.0 0.0 0.0 
出典）以下の資料に依拠して、筆者が作成。Office of the Undersecretary of Defense(Comptroller)/Chief Financial Officer, 
Operation and Maintenance Overview, Fiscal Year 2014 Budget Estimates (Apr. 2013) at 161-169, available at 
http://comptroller.defense.gov/defbudget/fy2014/fy2014_OM_Overview.pdf. 
注）数値の単位は 100 万ドル。2012 会計年度は確定予算で、2013 会計年度と 2014 会計年度は見積もりである。海軍所
管の ER と BRAC 関連経費は、海兵隊基地・施設での汚染浄化事業経費を含む。BRAC 関連経費は、現時点で最新計画
である 2005 年度のほか、それ以前の年度に計画化された基地・施設での汚染浄化事業の実施経費を含む。なお、参照
資料には、特に内訳などが記されていないので、ここでいう「DERP」には、IRP、MMRP、BD/DR の全てが含まれて
いるものと思われる。 
 
 汚染浄化事業の進展に伴い、全体的に予算額は減少傾向にあるとはいえ、「各省環
境修復会計」と、BRAC 計画の関連予算を合わせると、2012 会計年度でおよそ 20 億
3,000 万ドル、2013 会計年度は 18 億 1,750 万ドル、最新となる 2014 会計年度でも、16
億 8,000 万ドルという巨額の経費が計上されている。なお、予算説明書によれば、国
防総省が所管する、各年度環境活動関連予算の総額は、41 億 1,800 万ドル（2012 会計
年度）、39 億 7,500 万ドル（2013 会計年度）、38 億 2,600 万ドル（2014 会計年度）で
ある194。このうち、上記 DERP 実施経費の比率は、それぞれ 49.3％（2012 年）、
45.7％（2013 年）、44.0％（2014 年）となっており、例年、環境関連予算の 5 割近く
を占めていると見られる（数値はいずれも概数）。 
また、予算説明書によれば、2014 会計年度までに、各軍の汚染浄化事業は予定どお
り進捗しているが、基地跡地（FUDS）での事業は、対象用地の発見が続いていること
などから、新たな課題に直面している。比較的高い環境上のリスクを抱えている
FUDS は 460 か所確認されているが、そのうち、復旧措置が着手されたのは 289 か所
とされている195。 
 
(3) 実施状況の具体例 
 次に、カリフォルニア州の基地を例として、DERP の具体的な実施内容を見ていく
こととしたい。カリフォルニア州の例を取り上げる理由は、同州には、全米でも有数
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の規模で基地・施設が集中し、かねて基地汚染問題の深刻さが報じられており、汚染
浄化事業の実施概要を把握する上で、適切な事例設定になると考えられるためである
196。ここでは、特に、普天間基地など、沖縄海兵隊の主要基地・施設が返還された場
合の、汚染浄化を展望する際の参考として、カリフォルニア州のエル・トロ海兵隊航
空基地（El Toro Marine Corps Air Station）とマクレラン空軍基地（McClellan Air Force 
Base）で行われてきた、汚染浄化事業の進展状況について紹介する。 
 
(3-a) エル・トロ海兵隊航空基地における汚染浄化事業 
 エル・トロ海兵隊航空基地は、カリフォルニア州南端部オレンジ郡（Orange County）
のアーヴァイン市（City of Irvine）に所在する施設である。基地の歴史は長く、第 2 次
世界大戦前から運用されてきたが、BRAC の対象となり、1999 年に閉鎖された197。有
害物質及び疾病登録局（保健福祉省の外局）の資料によれば、基地の面積は 4,741 エ
ーカーである198。最初に基地汚染が発見されたのは 1985 年であった。オレンジ郡の水
道局（Orange County Water District）が定期的に実施していた水質調査の際、基地外の灌
漑用井戸に流入した地下水から、機械洗浄剤等に使われるトリクロロエチレン
（Trichloroethylene ）が発見されたのである199。同基地では、航空機装備品の維持や試
験のため、燃料や石油、溶剤、その他有害物質が用いられていたとされる200。 
地下水汚染問題が発覚したことで、同基地の環境汚染は深刻と見なされるようにな
り、1990 年 2 月、NPL へ登録されるに至った。同年 10 月には、海兵隊並びに海軍省
が、カリフォルニア州を管轄する EPA 第 9 地区及び、同州の保健サービス局
（Department of Health Service）、カリフォルニア地区水質管理委員会（California 
Regional Water Quality Control Board）サンタ・アナ（Santa Ana）支部との間で、前記
「連邦施設［の浄化に関する］協定」（FFA）を結んでいる201。 
 基地・施設における汚染は、複数の用地で発生するのが一般的であり、汚染浄化事
業は、個々の用地ごとに実施される。NPL に登録された用地については、EPA のウエ
ブサイトが、事業進捗状況を公開しているが、個別の用地ごとに情報が掲載されてお
り、必ずしも、基地全体の状況が概観できるようにはなっていない。エル・トロ基地
でも、25 か所の用地が、事業対象としてリストアップされた。筆者が参照した海軍の
事業評価報告では、特に事業実施の必要が無いと判断された用地などを除く、5 つの
用地（サイト 2, 16, 17, 18, 24）について、事業進捗の度合いが評価されている。
ここでは、個別用地に関する詳述は避け、評価報告の記述に沿って、事業の概況のみ
を記すこととする。 
 NPL 登録を受けて、エル・トロ基地では、CERCLA 法に基づく汚染浄化手続（Ⅱ章
第 1 節を参照）が適用され、DERP を構成する前記「施設修復計画」（IRP）として実
施された202。評価報告が取り上げている用地 5 か所のうち、サイト 2 とサイト 17 を例
に取ると、いずれも、「復旧措置調査」（Remedial Investigation）の第 1 段階は、NPL
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の規模で基地・施設が集中し、かねて基地汚染問題の深刻さが報じられており、汚染
浄化事業の実施概要を把握する上で、適切な事例設定になると考えられるためである
196。ここでは、特に、普天間基地など、沖縄海兵隊の主要基地・施設が返還された場
合の、汚染浄化を展望する際の参考として、カリフォルニア州のエル・トロ海兵隊航
空基地（El Toro Marine Corps Air Station）とマクレラン空軍基地（McClellan Air Force 
Base）で行われてきた、汚染浄化事業の進展状況について紹介する。 
 
(3-a) エル・トロ海兵隊航空基地における汚染浄化事業 
 エル・トロ海兵隊航空基地は、カリフォルニア州南端部オレンジ郡（Orange County）
のアーヴァイン市（City of Irvine）に所在する施設である。基地の歴史は長く、第 2 次
世界大戦前から運用されてきたが、BRAC の対象となり、1999 年に閉鎖された197。有
害物質及び疾病登録局（保健福祉省の外局）の資料によれば、基地の面積は 4,741 エ
ーカーである198。最初に基地汚染が発見されたのは 1985 年であった。オレンジ郡の水
道局（Orange County Water District）が定期的に実施していた水質調査の際、基地外の灌
漑用井戸に流入した地下水から、機械洗浄剤等に使われるトリクロロエチレン
（Trichloroethylene ）が発見されたのである199。同基地では、航空機装備品の維持や試
験のため、燃料や石油、溶剤、その他有害物質が用いられていたとされる200。 
地下水汚染問題が発覚したことで、同基地の環境汚染は深刻と見なされるようにな
り、1990 年 2 月、NPL へ登録されるに至った。同年 10 月には、海兵隊並びに海軍省
が、カリフォルニア州を管轄する EPA 第 9 地区及び、同州の保健サービス局
（Department of Health Service）、カリフォルニア地区水質管理委員会（California 
Regional Water Quality Control Board）サンタ・アナ（Santa Ana）支部との間で、前記
「連邦施設［の浄化に関する］協定」（FFA）を結んでいる201。 
 基地・施設における汚染は、複数の用地で発生するのが一般的であり、汚染浄化事
業は、個々の用地ごとに実施される。NPL に登録された用地については、EPA のウエ
ブサイトが、事業進捗状況を公開しているが、個別の用地ごとに情報が掲載されてお
り、必ずしも、基地全体の状況が概観できるようにはなっていない。エル・トロ基地
でも、25 か所の用地が、事業対象としてリストアップされた。筆者が参照した海軍の
事業評価報告では、特に事業実施の必要が無いと判断された用地などを除く、5 つの
用地（サイト 2, 16, 17, 18, 24）について、事業進捗の度合いが評価されている。
ここでは、個別用地に関する詳述は避け、評価報告の記述に沿って、事業の概況のみ
を記すこととする。 
 NPL 登録を受けて、エル・トロ基地では、CERCLA 法に基づく汚染浄化手続（Ⅱ章
第 1 節を参照）が適用され、DERP を構成する前記「施設修復計画」（IRP）として実
施された202。評価報告が取り上げている用地 5 か所のうち、サイト 2 とサイト 17 を例
に取ると、いずれも、「復旧措置調査」（Remedial Investigation）の第 1 段階は、NPL
 
 
登録後 3 年が経過した、1993 年に終了している。その後、第 2 段階が 1996 年に終了、
翌 1997 年には、いずれの用地でも「復旧可能性調査」（Feasibility Study）が終了した。
これらの予備的措置を受けて、2000 年には、海軍と EPA や地元の環境当局が、浄化方
法などを選択した「決定記録」（Record of Decision）に合意、署名している。これら
の手続が行われた後、実際の「復旧活動」（Remedial Action）に着手したのは、サイ
ト 2 が 2005 年、サイト 17 が 2007 年である。予備的措置の終了から、ほぼ 10 年が経
過していた203。 
いずれの用地とも、「復旧活動」が終了した旨の報告（Remedial Action Completion 
Report）が発表されたのは 2009 年であった。NPL 登録によって、汚染浄化事業が本格
的に開始されてから、およそ 20 年を要したことになる204。評価報告によれば、評価対
象とされた 5 つの用地全てで、当初の想定どおり、「復旧」措置が機能しており、浄
化方法の決定に当たり適用される「適切性要件」（環境基準など）についても、評価
期間を通して、内容の変更につながる、新たな法令の制定などは無かった、とされて
いる205。 
このように、事業者である海軍は、汚染浄化事業の進捗について、概ね順調と評価
している。ただし、エル・トロ基地における汚染浄化事業が、これで全て完了したわ
けではなく、いくつかの用地では継続中であり、未だ NPL 登録からも除外はされてい
ない。一方、事業の進捗をめぐる、軍の見通しについては、批判的な見解も示されて
きた。 
報道によれば、2003 年の段階で、海軍は、同基地における汚染浄化事業は今後 3 年
間で終了し、事業経費は総額 7,000 万ドルに収まる、という見通しを示していたが、
長年、エル・トロ基地の汚染浄化問題を継続監視してきた、環境問題を専門とする弁
護士グレッグ・ハーレイ（Greg Hurley）は、同基地では、新たな汚染物質の発見が続
いており、汚染浄化は進展している、とする海軍の説明を受け入れるのは危険だ、と
の警鐘を鳴らしていた206。事業経費が、現時点で、どの程度になっているかは不明で
ある。 
 最近、エル・トロ基地の汚染問題は、改めて社会的な関心を呼んでいる。本論文の
冒頭で、キャンプ・レジューンの汚染水問題を紹介したが、2012 年、海兵隊を退役し
たジャーナリスト 2 名が、基地汚染水問題の情報隠ぺいや、被害者救済の不十分さを
示す実例として、キャンプ・レジューンとエル・トロ基地を取り上げ、海兵隊の責任
を糾弾する論考を発表した207。『［海兵隊による］裏切り』と題された、その論考は、
エル・トロ基地の汚染問題が「終わっていない」ことを、一般に印象付けることにな
ったと見られる。また、最近の地方紙報道によると、基地が所在するアーヴァイン市
水道局のジョン・ヒルズ（John Hills）局長は、汚染水の汲み上げと処理には、今後 40
年間かかる可能性がある、と述べているという208。いずれにしても、同基地の汚染浄
化には、依然として、不透明な要素が残されていると言えよう。 
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(3-b) マクレラン空軍基地における汚染浄化事業 
 マクレラン空軍基地は、カリフォルニア州中部の内陸に位置し、同州の州都でもあ
るサクラメント市から、北東 7 マイルほどに所在する施設である。基地の面積は、お
よそ 3,000 エーカーにのぼる。同基地は、航空機や関連通信システムの維持運用のた
め、1939 年から使用されてきたが、その間、エル・トロ基地の場合と同様、様々な有
害物が用いられてきた。その中には、産業溶剤や重金属、PCB、燃料、石油などのほ
か、放射性物質も含まれていたとされる。同基地は BRAC の対象となり、2001 年に閉
鎖された209。 
 マクレラン基地でも、有害物質による地下水汚染が問題となった。汚染が発見され
たのは 1979 年である。1987 年 7 月、同基地は NPL に登録され、1989 年には、空軍と
EPA、カリフォルニア州保健サービス局の間で、前記「機関間協定」（IAG）が結ば
れた。汚染浄化事業の対象用地として確認されたのは 319 か所であるが、その後、事
業実施が不要と判断された用地など 17 か所が削られ、2009 年時点では 302 か所となっ
ている210。カリフォルニア州有害物質管理局（Department of Toxic Substances Control）
がまとめた、基地再利用問題に関する報告書（刊行年不明）によれば、同基地は、閉
鎖・再編対象となった基地・施設の中で、最も汚染が深刻で、最大の事業経費を要し
た施設とされている211。 
 マクレラン基地でも、汚染浄化事業が本格化したのは、NPL に登録された 1987 年以
降と考えられる。NPL 登録施設として、やはり、CERCLA 法に基づく浄化手続が適用
され、空軍による浄化事業は、EPA とカリフォルニア州の監視を受けながら実施され
た212。同基地では、浄化活動として、有害物が廃棄された場所への雨水流入を防ぐ掩
いの設置や、汚染水汲み上げ・処理設備の設置と運用などが行われた。これらの措置
により、地下水を汚染した揮発性有機化合物が除去され、汚染の殆どは浄化されたが、
汲み上げ・処理設備は、今後 50 年間にわたって運用される必要があるという213。 
2010 年、空軍と EPA は、地下水汚染をめぐる「復旧」措置が、適切かつ成功裏に機
能しているという認識で一致した214。NPL 登録後、20 年以上過ぎたことになるが、エ
ル・トロ基地の場合も含め、深刻に汚染された軍の NPL 用地における浄化事業は、こ
のように、概ね長期化する傾向にあると見られる。一方、マクレラン基地での汚染浄
化事業の経費は、空軍の歴史上最大規模となり、これまで 5 億ドルが費やされた。施
設の全体的な浄化事業が完了するまでは、さらに 4 億ドルが必要になると予測されて
いる215。 
 マクレラン基地における汚染浄化事業について特筆すべき点は、CERCLA 法に基づ
く通常の浄化手続（軍が事業を実施し、用地は、浄化が完了した時点で処分・移転対
象とする、といった一連の手続）のほか、事業の一部について民営化が図られている
ことである。2007 年 8 月、同基地が抱える汚染用地の一区画である「C-6」は、全米で
初めて、基地の汚染浄化事業が民間に委託される事例となった。「C-6」は、PCB に汚
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(3-b) マクレラン空軍基地における汚染浄化事業 
 マクレラン空軍基地は、カリフォルニア州中部の内陸に位置し、同州の州都でもあ
るサクラメント市から、北東 7 マイルほどに所在する施設である。基地の面積は、お
よそ 3,000 エーカーにのぼる。同基地は、航空機や関連通信システムの維持運用のた
め、1939 年から使用されてきたが、その間、エル・トロ基地の場合と同様、様々な有
害物が用いられてきた。その中には、産業溶剤や重金属、PCB、燃料、石油などのほ
か、放射性物質も含まれていたとされる。同基地は BRAC の対象となり、2001 年に閉
鎖された209。 
 マクレラン基地でも、有害物質による地下水汚染が問題となった。汚染が発見され
たのは 1979 年である。1987 年 7 月、同基地は NPL に登録され、1989 年には、空軍と
EPA、カリフォルニア州保健サービス局の間で、前記「機関間協定」（IAG）が結ば
れた。汚染浄化事業の対象用地として確認されたのは 319 か所であるが、その後、事
業実施が不要と判断された用地など 17 か所が削られ、2009 年時点では 302 か所となっ
ている210。カリフォルニア州有害物質管理局（Department of Toxic Substances Control）
がまとめた、基地再利用問題に関する報告書（刊行年不明）によれば、同基地は、閉
鎖・再編対象となった基地・施設の中で、最も汚染が深刻で、最大の事業経費を要し
た施設とされている211。 
 マクレラン基地でも、汚染浄化事業が本格化したのは、NPL に登録された 1987 年以
降と考えられる。NPL 登録施設として、やはり、CERCLA 法に基づく浄化手続が適用
され、空軍による浄化事業は、EPA とカリフォルニア州の監視を受けながら実施され
た212。同基地では、浄化活動として、有害物が廃棄された場所への雨水流入を防ぐ掩
いの設置や、汚染水汲み上げ・処理設備の設置と運用などが行われた。これらの措置
により、地下水を汚染した揮発性有機化合物が除去され、汚染の殆どは浄化されたが、
汲み上げ・処理設備は、今後 50 年間にわたって運用される必要があるという213。 
2010 年、空軍と EPA は、地下水汚染をめぐる「復旧」措置が、適切かつ成功裏に機
能しているという認識で一致した214。NPL 登録後、20 年以上過ぎたことになるが、エ
ル・トロ基地の場合も含め、深刻に汚染された軍の NPL 用地における浄化事業は、こ
のように、概ね長期化する傾向にあると見られる。一方、マクレラン基地での汚染浄
化事業の経費は、空軍の歴史上最大規模となり、これまで 5 億ドルが費やされた。施
設の全体的な浄化事業が完了するまでは、さらに 4 億ドルが必要になると予測されて
いる215。 
 マクレラン基地における汚染浄化事業について特筆すべき点は、CERCLA 法に基づ
く通常の浄化手続（軍が事業を実施し、用地は、浄化が完了した時点で処分・移転対
象とする、といった一連の手続）のほか、事業の一部について民営化が図られている
ことである。2007 年 8 月、同基地が抱える汚染用地の一区画である「C-6」は、全米で
初めて、基地の汚染浄化事業が民間に委託される事例となった。「C-6」は、PCB に汚
 
 
染された、広さ 62 エーカーほどの用地である。民間事業者に対しては、浄化完了前の
段階で、自治体・民間等へ用地を引き渡す「早期移転」（Early Transfer）の枠組みが
適用された（「早期移転」については、Ⅳ章第 1 節で後述）216。 
 「C-6」における汚染浄化事業は、EPA による監督と、空軍による経費提供を受けな
がら、民間事業者である「McClellan Business Park」により進められ、2011 年 9 月、所
期の成果を上げて終了したことが発表された217。今後も、「McClellan Business Park」
への土地引き渡しが順次行われていく見込みとなっており、前記カリフォルニア州有
害物質管理局の報告書によれば、マクレラン基地跡地では、再開発によって 3,800 人
にのぼる新規雇用が生まれたとされる218。こういった、新たな試みを含めて、軍と
EPA、地元自治体は、同基地のケースを、汚染浄化事業と跡地再利用の成功例と位置
づけているようである。 
 ただし、マクレラン基地における汚染浄化事業の成果については、懐疑的な見方も
あり、カリフォルニア州サンフランシスコに本拠を置く、環境 NPO 団体「アーク・エ
コロジー」（Arc Ecology）は、今後浮上し得る問題点として、同基地の放射性廃棄物
処理に注目している。「アーク・エコロジー」は、ウエブサイトに掲載した情報の中
で、同基地が今後実施する処理計画は、この種の計画としては、カリフォルニア州で
も最大規模であることや、放射性物質の廃棄場所が 10 か所存在することなどを挙げつ
つ、最終的な処理費用が 15 億ドルに達する可能性を指摘している219。 
 
３ 基地汚染浄化事業をめぐる問題点 
 
 これまで見てきたように、国防総省と米軍の基地汚染浄化事業は、体系的な関連法
制や実施プログラムに根拠付けられており、毎年度、国防総省の所管予算から莫大な
経費が拠出されている。事業が一定の成果を挙げていることについては、国防総省に
よる、連邦議会などでの説明を引用するまでもないであろう。しかし、前述のとおり、
軍の内規には、連邦法や連邦規則の規定とは微妙に異なるものがあることや、EPA と
自治体の監視・関与が限られていることなどから、事業の執行過程で、軍の恣意的判
断が入り込む余地があると考えられる。 
これらの点に関連するが、『USA トゥデー』誌によれば、同誌の取材に応じた軍関
係者は、「州や連邦政府の環境当局は、基地の汚染浄化について過大な権限を持って
おり、費用がかさみ、押しつけがましい方法を要求してくる。」と語ったという220。
EPA と自治体の関与に対する、軍の警戒感が窺える証言と言えよう。 
事業実施における、軍の恣意性という問題を示す事例は少なくない。一例として、
いくつかの基地・施設では、浄化事業を律する、前記「機関間協定」（IAG）が、長
期間結ばれていないことや、RCRA 法などに基づく、EPA の是正命令が遵守されてい
ないことから、連邦や州の関連法制に適合した形で浄化が行われていない、との指摘
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がある。ここでは、国防総省と軍による汚染浄化事業をめぐる具体的な論点として、
この問題を取り上げる。また、こういった問題は、前記「市民訴訟」などでも、度々
争われているので、判例の動向についても、若干ではあるが紹介することとしたい。 
 
(1) IAG の未締結と EPA による執行権の限界 
 この問題については、GAO が 2010 年に発表した、『スーパー・ファンド：［副題］
主要軍事施設における浄化事業の進捗達成には、IAG と改善された計画管理が必要』
と題する報告書（以下、『2010 年スーパー・ファンド』）が、詳細にまとめている221。
以下、『2010 年スーパー・ファンド』に依拠しながら、問題の概要を述べる。 
 タイトルからも窺われるとおり、同報告書の特徴は、基地汚染浄化事業を実施して
いく上で、IAG を決定的に重要な要素として位置づけていることである。『2010 年ス
ーパー・ファンド』は、IAG の意義について、次のように述べている。「EPA と国防
総省が結ぶ IAG には、施設の汚染浄化に関する予定表と優先順位、全ての対応措置を
記した文書で、毎年、内容が改正される『施設管理計画』のほか、関連文書と事業工
程表が含まれる。」222 
 汚染浄化事業手続について紹介したⅡ章第 1 節でも触れたが、IAG は、EPA が軍の
汚染浄化事業を監督するための、いわば「有用なツール」と考えられるが、『2010 年
スーパー・ファンド』に掲載された表 1（Table 1）によれば、かねて、IAG 締結に至
っていない基地・施設として、11 か所が確認されていた223。このうち、4 か所につい
ては、2009 年 2 月時点で「締結交渉中」とされている224。『2010 年スーパー・ファン
ド』は、「市民訴訟」による事業是正が難しいことを論拠として、このように、IAG
が締結されていない施設では、事業者は、「市民訴訟」のリスクを考慮することなく、
浄化事業や IAG 締結を無期限に遅らせることや、「決定記録」を作成せず、［「復旧」
ではなく、］「除去」措置で済ませることもできる、と指摘している225。 
 その結果、EPA の関係者によれば、IAG が締結されていない基地・施設において、
調査・除去・復旧を含む、いくつかの浄化事業は、EPA の同意を得ずに行われている
という226。この事実は、EPA と国防総省・軍との間で、事業をめぐる認識が乖離して
いることを示すものとも考えられるが、こういった食い違いが生じる原因は何であろ
うか。 
『2010 年スーパー・ファンド』は、理由のひとつとして、事業の進捗度を評価する
際、EPA と国防総省が、それぞれ異なる用語や基準を用いていることを挙げている。
例えば、事業対象の区分について、国防総省が複数の用地（サイト）を、個別に事業
単位としているのに対し、EPA は、それら個々のサイトが、一定の区域に包摂された、
「Operable Unit」という単位を用いている227。このような区分に従えば、事業単位が細
分化される分、国防総省の進捗評価が、EPA よりも緩やかで、厳格さを欠いたものに
なることは、十分に想定されるであろう。 
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がある。ここでは、国防総省と軍による汚染浄化事業をめぐる具体的な論点として、
この問題を取り上げる。また、こういった問題は、前記「市民訴訟」などでも、度々
争われているので、判例の動向についても、若干ではあるが紹介することとしたい。 
 
(1) IAG の未締結と EPA による執行権の限界 
 この問題については、GAO が 2010 年に発表した、『スーパー・ファンド：［副題］
主要軍事施設における浄化事業の進捗達成には、IAG と改善された計画管理が必要』
と題する報告書（以下、『2010 年スーパー・ファンド』）が、詳細にまとめている221。
以下、『2010 年スーパー・ファンド』に依拠しながら、問題の概要を述べる。 
 タイトルからも窺われるとおり、同報告書の特徴は、基地汚染浄化事業を実施して
いく上で、IAG を決定的に重要な要素として位置づけていることである。『2010 年ス
ーパー・ファンド』は、IAG の意義について、次のように述べている。「EPA と国防
総省が結ぶ IAG には、施設の汚染浄化に関する予定表と優先順位、全ての対応措置を
記した文書で、毎年、内容が改正される『施設管理計画』のほか、関連文書と事業工
程表が含まれる。」222 
 汚染浄化事業手続について紹介したⅡ章第 1 節でも触れたが、IAG は、EPA が軍の
汚染浄化事業を監督するための、いわば「有用なツール」と考えられるが、『2010 年
スーパー・ファンド』に掲載された表 1（Table 1）によれば、かねて、IAG 締結に至
っていない基地・施設として、11 か所が確認されていた223。このうち、4 か所につい
ては、2009 年 2 月時点で「締結交渉中」とされている224。『2010 年スーパー・ファン
ド』は、「市民訴訟」による事業是正が難しいことを論拠として、このように、IAG
が締結されていない施設では、事業者は、「市民訴訟」のリスクを考慮することなく、
浄化事業や IAG 締結を無期限に遅らせることや、「決定記録」を作成せず、［「復旧」
ではなく、］「除去」措置で済ませることもできる、と指摘している225。 
 その結果、EPA の関係者によれば、IAG が締結されていない基地・施設において、
調査・除去・復旧を含む、いくつかの浄化事業は、EPA の同意を得ずに行われている
という226。この事実は、EPA と国防総省・軍との間で、事業をめぐる認識が乖離して
いることを示すものとも考えられるが、こういった食い違いが生じる原因は何であろ
うか。 
『2010 年スーパー・ファンド』は、理由のひとつとして、事業の進捗度を評価する
際、EPA と国防総省が、それぞれ異なる用語や基準を用いていることを挙げている。
例えば、事業対象の区分について、国防総省が複数の用地（サイト）を、個別に事業
単位としているのに対し、EPA は、それら個々のサイトが、一定の区域に包摂された、
「Operable Unit」という単位を用いている227。このような区分に従えば、事業単位が細
分化される分、国防総省の進捗評価が、EPA よりも緩やかで、厳格さを欠いたものに
なることは、十分に想定されるであろう。 
 
 
 一方、前述のとおり、汚染浄化事業をめぐる、国防総省・軍との紛争解決手段とし
て、EPA には、RCRA 法に基づく是正命令権が与えられており（Ⅰ章第 3 節を参照）、
これまで、いくつかの発出事例が存在する。また、CERCLA 法にも、EPA（規定上は
大統領）による是正命令を規定した条項がある228。 
しかし、実際の法運用に照らすと、EPA の命令執行権は限定的と見られる。『2010
年スーパー・ファンド』は、その論拠として、CERCLA 法に基づく是正命令を取り上
げ、この命令を発する場合、前記大統領命令第 12580 号により、司法省の同意が必要
とされていることを挙げている229。EPA の関係者によれば、同法に基づく是正命令に
ついて、過去に司法省の同意が得られたのは、当該政府機関が反対しなかったケース
1 件のみだという230。なお、このように、司法省の同意という条件が必要とされるこ
とについては、行政府内における紛争は司法判断になじまない、とする前記「Unitary 
Executive」の法理（Ⅱ章第 2 節を参照）が影響しているとされる231。 
 『2010 年スーパー・ファンド』は、以上の論点を踏まえ、IAG が存在しない基地に
おける、EPA の権限について、次のように端的な評価を述べている。「EPA は、NPL
に登録された政府機関用地の汚染浄化を統制する任務を与えられているが、IAG が存
在せず、CERCLA 法の関連手続を執行する独立権限も欠くという状況では、当該用地
の浄化事業について、法令に適合した実施を促進する上で、『梃子』となるものを、
殆ど持ち合わせていない。」232つまり、EPA は、軍の汚染浄化事業（NPL 登録用地）
について、法的枠組みの上では、一定の執行権限を与えられているものの、実際の運
用は強制力を欠いていると見られる。 
 
(2) EPA と国防総省・軍の紛争事例 
次に、IAG の未締結という問題を背景として、汚染浄化事業をめぐり、EPA や州と
国防総省・軍の間で、紛争に発展した事例を紹介する。取り上げるのは、フォート・
ミード陸軍基地とティンダル空軍基地の事例である。これら 2 つの事例は、IAG が締
結されていない基地の中でも、特に、軍の一方的な事業判断が問題とされたケースと
言える。なお、ここでは、それぞれの汚染浄化事業に関する詳細な記述は省き、EPA
や州との紛争経過に絞って述べる。主に依拠した資料は、前記 GAO 報告書『スーパ
ー・ファンド』である。 
 
(2-a) フォート・ミード陸軍基地の事例 
 フォート・ミード陸軍基地（Fort George G. Meade）は、メリーランド州に所在する
施設である。PCB や重金属、使用済燃料、廃油などによる汚染が問題化し、1998 年 7
月、NPL に登録された233。 
 2007 年 8 月、EPA は、同基地に対し、RCRA 法に基づく是正命令を発した。命令の
根拠は、汚染が環境や人の健康に対し、著しく危険を及ぼしていると認められる場合、
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EPA が、「必要な対処行為」を求めることができる旨定めた、前記 RCRA 法の条項
（第 7003 条）である234。命令発出の動機としては、同基地が IAG を締結していなかっ
たことが挙げられているが、EPA と陸軍が合意できなかった理由は、事業対象用地の
範囲や、地下水汚染問題をめぐる認識の食い違いにあったという235。これに対し、国
防総省は、命令の正当性を争う姿勢を示し、この問題をめぐる司法省の見解を求めた。
なお、EPA は、この時期、フォート・ミード陸軍基地のほか、ティンダル空軍基地や
マクガイヤー空軍基地など、やはり IAG が締結されていない基地に対して、同様の命
令を発しており、司法省は、これらの是正命令について、一括して見解を示すことを
求められた236。 
2008 年 12 月、司法省は、スティーヴン・ブラッドブリー（Steven G. Bradbury）司法
長官首席副補佐官（Principal Deputy Assistant Attorney General）名で、ダニエル・デル
オルト（Daniel J. Dell’Orto）国防総省首席副法律顧問（Principal Deputy General Counsel）
宛てに書簡を送り、EPA による一連の命令は合法であるとの見解を明らかにした237。 
国防総省は、IAG の不在は、EPA による是正命令の根拠にはならないと抗弁し、そ
の理由について、IAG は、浄化手続を文書化したものに過ぎず、用地の個別的な状況
や、環境に与える危険性などについて特に記したものではない、と述べていたが、司
法省は、この主張を受け入れず、EPA の是正命令について正当性を認めた238。 
『ワシントン・ポスト』は、この件について、司法省は、EPA の是正命令に対する、
国防総省の抗弁に法的根拠を認めなかった、と報じている。同紙は、そのほか、司法
省の見解に関連して、ジョン・デインゲル（John D. Dingell）下院エネルギー及び商業
委員会委員長（民主党議員）による、以下の辛辣なコメントを紹介している。同委員
長は、国防総省の汚染浄化事業について、かねて批判的であったと見られる。「これ
が仮に民間の事業者による汚染ならば、すぐにでも訴えられているだろう。」239 
 その後、フォート・ミード陸軍基地は、RCRA 法に基づく是正命令を遵守する旨、
EPA に対し公式に通知し、翌 2009 年 6 月には IAG が締結された240。この間、地元の
メリーランド州が、陸軍に対し、基地汚染の十分な調査及び復旧措置の実施と、2007
年に発出された EPA の命令執行を求めて、訴訟を起こすという動きもあったが（2008
年 12 月）、同州は、IAG の締結を受けて、2009 年 11 月に訴えを取り下げている241。 
 
(2-b) ティンダル空軍基地の事例 
 フォート・ミード陸軍基地の事例は、EPA と国防総省との紛争が、一定の決着を見
たケースと見なすことができるが、ティンダル空軍基地については、司法省の見解が
示された後も、長期にわたり、IAG の締結には至らず、国防総省と空軍は、事業判断
が一方的である、との批判を受け続けることとなった。 
 ティンダル空軍基地（Tyndall Air Force Base）は、フロリダ州に所在する施設である。
主として DDT（殺虫剤）使用による汚染が深刻との理由から、1997 年 4 月、NPL に登
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EPA が、「必要な対処行為」を求めることができる旨定めた、前記 RCRA 法の条項
（第 7003 条）である234。命令発出の動機としては、同基地が IAG を締結していなかっ
たことが挙げられているが、EPA と陸軍が合意できなかった理由は、事業対象用地の
範囲や、地下水汚染問題をめぐる認識の食い違いにあったという235。これに対し、国
防総省は、命令の正当性を争う姿勢を示し、この問題をめぐる司法省の見解を求めた。
なお、EPA は、この時期、フォート・ミード陸軍基地のほか、ティンダル空軍基地や
マクガイヤー空軍基地など、やはり IAG が締結されていない基地に対して、同様の命
令を発しており、司法省は、これらの是正命令について、一括して見解を示すことを
求められた236。 
2008 年 12 月、司法省は、スティーヴン・ブラッドブリー（Steven G. Bradbury）司法
長官首席副補佐官（Principal Deputy Assistant Attorney General）名で、ダニエル・デル
オルト（Daniel J. Dell’Orto）国防総省首席副法律顧問（Principal Deputy General Counsel）
宛てに書簡を送り、EPA による一連の命令は合法であるとの見解を明らかにした237。 
国防総省は、IAG の不在は、EPA による是正命令の根拠にはならないと抗弁し、そ
の理由について、IAG は、浄化手続を文書化したものに過ぎず、用地の個別的な状況
や、環境に与える危険性などについて特に記したものではない、と述べていたが、司
法省は、この主張を受け入れず、EPA の是正命令について正当性を認めた238。 
『ワシントン・ポスト』は、この件について、司法省は、EPA の是正命令に対する、
国防総省の抗弁に法的根拠を認めなかった、と報じている。同紙は、そのほか、司法
省の見解に関連して、ジョン・デインゲル（John D. Dingell）下院エネルギー及び商業
委員会委員長（民主党議員）による、以下の辛辣なコメントを紹介している。同委員
長は、国防総省の汚染浄化事業について、かねて批判的であったと見られる。「これ
が仮に民間の事業者による汚染ならば、すぐにでも訴えられているだろう。」239 
 その後、フォート・ミード陸軍基地は、RCRA 法に基づく是正命令を遵守する旨、
EPA に対し公式に通知し、翌 2009 年 6 月には IAG が締結された240。この間、地元の
メリーランド州が、陸軍に対し、基地汚染の十分な調査及び復旧措置の実施と、2007
年に発出された EPA の命令執行を求めて、訴訟を起こすという動きもあったが（2008
年 12 月）、同州は、IAG の締結を受けて、2009 年 11 月に訴えを取り下げている241。 
 
(2-b) ティンダル空軍基地の事例 
 フォート・ミード陸軍基地の事例は、EPA と国防総省との紛争が、一定の決着を見
たケースと見なすことができるが、ティンダル空軍基地については、司法省の見解が
示された後も、長期にわたり、IAG の締結には至らず、国防総省と空軍は、事業判断
が一方的である、との批判を受け続けることとなった。 
 ティンダル空軍基地（Tyndall Air Force Base）は、フロリダ州に所在する施設である。
主として DDT（殺虫剤）使用による汚染が深刻との理由から、1997 年 4 月、NPL に登
 
 
録された。同基地でも地下水汚染が問題となった。汚染水には、DDT のほか、油、鉛、
トリクロロエチレンなどの有害物質が含まれていたという242。 
 ティンダル空軍基地では、EPA が、浄化活動着手前に行われる、各種調査が十分で
はないと判断するなど、汚染浄化事業の進め方が、かねて問題視されていたが、空軍
は、IAG を締結せず、EPA の同意も得られていない中、事業を継続してきた243。同基
地では、EPA が同意しない復旧措置を実施する一方で、住民からの公聴手続について
は実施しておらず、適切な方法による、汚染リスク情報の開示も行われてこなかった
という244。 
このような状況を打開するため、EPA は、2007 年 11 月、同基地に対して、是正命
令を発した。その根拠は、フォート・ミード陸軍基地の場合と同様、前記 RCRA 法第
7003 条である。これに対し、空軍は、是正命令を「潜在的な［効力に止まる］命令」
（Potential Order）と呼び、その正当性を認めなかった245。 
 空軍は、その後も EPA の命令に抵抗する姿勢を続けた。2008 年 5 月、空軍は、ティ
ンダル空軍基地における汚染浄化事業問題について、EPA に書簡を送付したが、内容
は、EPA の命令は法的・事実的根拠を欠いていること、CERCLA 法によって与えられ
た権限に基づいて、今後も浄化事業を実施していくことなどを述べたものであった246。
やはり、EPA が 1997 年 7 月に是正命令を発したマクガイヤー空軍基地（McGuire Air 
Force Base）では、2009 年 10 月に IAG が結ばれている247。フォート・ミード陸軍基地
でも、同じような時期に紛争解決に至った点を想起すれば、ティンダル空軍基地の
「確信犯的な抵抗」は、異例の事態であったとも見られる。 
 2013 年 1 月、EPA は、ティンダル空軍基地をめぐる諸問題について、デイビッド・
クリング（David J. Kling）連邦政府施設執行室長（Director, Federal Facility Enforcement 
Office）名で、国防総省と空軍の高官宛てに書簡を送付した。書簡の中で、EPA は、同
基地は EPA の命令を遵守せず、一方的な汚染浄化事業を行っている、と改めて批判し
た上で、空軍が締結しても良いと考えるような IAG は、連邦法の定める要件を満たし
ていないとの結論に達し［今後交渉を続けても意味が無いと判断したことから］、締
結交渉は取りやめた、と述べている248。その後、同年 9 月になって、EPA は、ニュー
ス・リリースを発表し、EPA と空軍、フロリダ州の 3 者によって、ティンダル空軍基
地の IAG が締結されたことを明らかにした249。書簡が、空軍の意思決定に何らかの影
響を及ぼした可能性も考えられるが、詳細は不明である。 
 ティンダル空軍基地の事例は、基地汚染浄化事業に対する、EPA の監督機能や執行
権限に限界が内在することを示している。GAO は、この点を踏まえて、EPA の執行権
限を強力で独立したものとするよう、前記大統領命令第 12580 号や CERCLA 法の改正
を提言しているが250、今日に至るまで、当該の法令改正は行われていない。 
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(3) 基地汚染浄化事業をめぐる判例の動向 
 本節では、ここまで、汚染浄化事業において、国防総省と軍の「恣意性」という問
題が指摘されていることや、EPA による行政命令の執行権限に限界が見られることな
どを紹介してきた。それでは、国防総省と軍の事業判断、実施について、関連法制と
の適合性という観点から、問題があると判断される場合、EPA や自治体・周辺住民な
どが、司法的な手段で是正を強制することは可能だろうか。Ⅱ章第 2 節で述べたとお
り、いわゆる「Unitary Executive」の法理により、EPA が、国防総省・軍を相手どって
訴訟を提起することは、一般的に行われていない。従って、訴訟により差止めや是正
命令を求めるとすれば、前記「市民訴訟」の枠組みを活用することになろう。 
実際、基地汚染浄化事業をめぐる「市民訴訟」は、度々提起されており、判例から
は、国防総省と軍による浄化事業の問題点を考察する上で、有益な論点が提示されて
いる。ここでは、浄化事業の具体的な実施例として、先に紹介した、マクレラン空軍
基地の浄化事業と、カンサス州の基地跡地浄化をめぐる「市民訴訟」の判例について
概観する。 
 
(3-a) マクレラン空軍基地「市民訴訟」 
 ここでは、マクレラン空軍基地をめぐる「市民訴訟」の経緯と主な争点について、
連邦第 9 巡回区控訴裁判所（Court of Appeals for the Ninth Circuit）が下した判決251など
から、RCRA 法と CERCLA 法の適用関係に絞って紹介する。 
マクレラン空軍基地の汚染浄化は、国防総省と軍による、当該事業の成功例として
喧伝されたが、周辺住民の中には、空軍の事業手法を問題視する声もあったと見られ
る。1986 年 4 月、周辺住民で組織する環境関連団体「マクレラン空軍基地における汚
染湧出と生態系への影響監視」（McClellan Ecological Seepage Situation 以下、MESS）
は、空軍は、基地における有害廃棄物の取扱い・貯蔵・廃棄について、RCRA 法など
の規定に違反したと主張し、国防総省を相手どって、カリフォルニア州東部地区連邦
地方裁判所（District Court for the Eastern District of California）に提訴した252。 
原告である MESS は、空軍の廃棄物管理・施設運用について、連邦地方裁判所によ
る「宣言判決」（Declaratory Relief）253及び差止め命令（Injunctive Relief）254を求めたほ
か、被告に民事制裁金（Civil Penalties）を課すよう主張した255。1991 年 4 月、連邦地
方裁判所は、原告側の主張を棄却した256。これを受けて、MESS は、連邦第 9 巡回区
控訴裁判所に控訴した。 
 控訴審における主たる争点は、「市民訴訟」に基づく、汚染浄化事業に対する是正
要求と、連邦裁判所による裁判管轄権の関係である。被控訴人の国防総省は、控訴審
において、控訴人が求める差止め請求などは、現に行われている汚染浄化活動（原文
は「Ongoing Cleanup」）の進め方に対する異議申し立てに当たるが、CERCLA 法には、
実際に進行中の浄化活動に対し、連邦裁判所による司法審査は及ばない、とする条項
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(3) 基地汚染浄化事業をめぐる判例の動向 
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（同法第 113 条(h)）257が存在する、と述べ、控訴人の主張について、連邦裁判所の裁
判管轄権は及ばず、従って、控訴人の訴えは却下されるべきである、と主張した258。 
これに対し、控訴人である MESS は、控訴人側の主張と CERCLA 法第 113 条(h)の
適用問題は別である、との立場から、次のような主張を行った。 
「EPA の事前許可や事業差止め請求など、控訴人の主張は、国防総省・空軍の
RCRA 法遵守を求めたもので、CERCLA 法に基づく汚染浄化計画自体について、何ら
異議申し立て（判決文原文では「challenge」）を意図したものではない。・・・空軍
が RCRA 法に違反し、汚染がチェックされないような事態について、影響を受ける住
民が、是正を求める権利を失うことがあってはならない。」259 
 連邦控訴裁判所は、1995 年 1 月、被控訴人の主張を認めた上で、原判決を取り消し、
地方裁判所に差し戻す判断を下した260。控訴人の主張に対する、連邦控訴裁判所の判
断は、次のとおりである。 
「第 113 条(h)は、現に行われている汚染浄化活動に対する『あらゆる異議申し立て』
に適用されると規定しており、連邦裁判所は、控訴人の主張の全てについて、司法審
査を行うための裁判管轄権を有さない。また、現に浄化活動が行われている間、原告
側が、マクレラン基地の RCRA 法遵守について、迅速な司法判断を仰ぐことができな
いのは事実であるが、それは、連邦議会の［立法意思による］選択である。RCRA 法
などの執行において、司法審査は重要であるが、連邦議会は、そういった、司法審査
に関わる懸念よりも、CERCLA 法による汚染浄化計画の迅速な実施要請が優先される、
との判断を行った［というべきである］。」261 
 本事案は、その後、連邦最高裁判所に上訴されたが、1995 年 10 月、上訴人である
MESS の裁量上訴は受理されず、連邦控訴裁判所による司法判断が確定した262。 
 
(3-b) カンサス州サリナ市の「市民訴訟」 
 次に、マクレラン空軍基地訴訟以降、やはり、CERCLA 法第 113 条(h)の適用が問題
となった、基地汚染浄化事業をめぐる判例として、カンサス州サリナ市（City of Salina）
による「市民訴訟」を取り上げる263。ここでは、紛争の経緯を概観し、裁判上の争点
については、CERCLA 法第 113 条(h)の適用問題に絞って、記述することとする。 
 本事案では、すでに軍の管理から離れ、自治体等に引き渡された基地跡地における、
汚染浄化事業が問題となった。判決文によれば、裁判に至る経緯や、当事者による主
張の概略は、以下のとおりである。 
カンサス州サリナ市のシリング空軍基地（Schilling Air Force Base）は、1960 年代半
ばに閉鎖され、基地跡地は、サリナ空港公団（Salina Airport Authority）やカンサス州
立大学などの再利用に供されるため、引き渡された。シリング空軍基地における汚染
浄化は、1991 年以降、陸軍工兵隊などにより、前記「国防環境修復計画」（DERP）
の下、施設跡地（FUDS）を対象とする事業として実施されてきた264。原告のサリナ市
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やサリナ空港公団、カンサス州立大学などは、軍による汚染浄化事業の費用負担と、
復旧措置に係る、裁判所の実施命令を求め265、被告側は、CERCLA 法第 113 条(h)の適
用により、原告側主張には、連邦裁判所の裁判管轄権が及ばない、と主張した266。 
 本事案を審理していた、カンサス州連邦地方裁判所（District Court for the District of 
Kansas）は、2011 年 3 月 25 日、判決を下した。この判決でも、マクレラン基地訴訟上
告審判決に依拠した判断が示されている。連邦地方裁判所は、マクレラン基地判決の
ほか、いくつかの判例を引用した上で、原告側主張は、「現に進行中の汚染浄化活動」
に対する異議申し立てに該当するが、連邦裁判所は、CERCLA 法第 113 条(h)の適用に
より、裁判管轄権を有しないと判示し267、被告側の主張を認容した268。 
 
(3-c) 汚染浄化事業をめぐる判例の全般的な特徴 
このように、マクレラン空軍基地控訴審判決は、その後の連邦地方裁判所による判
決でも踏襲されており、判例上、CERCLA 法第 113 条(h)の適用問題については、概ね、
考え方が定着しているものと思われる。マクレラン基地訴訟判決など、一連の判例は、
進行中の基地汚染事業については、実質上、司法的な統制が及びにくいことを示して
いる。 
このように、浄化活動が行われている間、自治体や住民は、司法的な救済を得るこ
とができず、また、前記のとおり、EPA の是正命令には、必ずしも実効性が備わって
いない。これらの点から、基地汚染浄化事業に対する、国防総省・軍の恣意性という
問題は、自治体や住民にとって、多くの場合、解決困難で悩ましい課題になっている
と思われる。 
 
 
Ⅳ 基地跡地の再利用と汚染浄化問題 
 
１ 基地跡地の処分・移転と汚染浄化との関係 
 
 基地・施設の汚染浄化という事業は、当該基地・施設が処分・移転され、再利用
（Reuse）が開始されるまでのプロセスにおいて、重要な要素として位置づけられてい
る。汚染が放置されたままでは、地域にとって望ましい土地の用途を確保することは
難しくなるからである。CRS が 2008 年にまとめた報告『軍事基地閉鎖：民間再利用に
向けた汚染資産の浄化』は、この間の事情について、簡潔に説明しており、その冒頭
で、「［汚染用地における］浄化事業の完結は、［地域の］経済再開発にとって、し
ばしば重要な要素となる。何故なら、利用に適した水準まで浄化されなければ、当該
資産は、目的とする用途に沿った形で利用することができないからである」と述べて
いる269。このような観点から、汚染浄化事業については、地域コミュニティーによる
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基地・施設跡地の再利用計画と連動した形で、立案・実施される必要性があるとされ
ている270。 
 ここでは、基地跡地の処分・移転から、汚染浄化・再利用に至るプロセスを、一体
的に機能させるため、運用されている制度上の枠組みについて、重要と思われる、い
くつかの例を紹介する。一方、本章のテーマを理解する上で有益と考えられることか
ら、基地跡地の処分・移転に係る手続についても、前記「1990 年基地閉鎖再編法」
（BRAC 法）などから、主な関連条項を抽出し、その内容を概観する。 
 
(1) 「土地再開発協議体」の役割 
 基地跡地の再利用と汚染浄化について、地域のコミュニティーは、随時、協議・情
報交換を行っている。また、軍と地域の間でも、協議枠組みが存在する。こうした、
協議機関の代表的な例には、「土地再開発協議体」（Local Redevelopment Authority）
と「修復諮問委員会」（Restoration Advisory Board 以下、RAB）がある。ここでは、
「土地再開発協議体」について紹介し、RAB については、節を改めて、本章第 2 節で
詳述する。 
基地閉鎖・再編計画（BRAC）が対象とする用地の処分・移転に当たっては、基地
跡地の再利用計画について検討し、実施することを目的とした地域の協議機関として、
「土地再開発協議体」を設置することとされている271。BRAC 法は、同協議体の設置
自体について特に定めているわけではないが、その定義については規定しており272、
間接的な形ながら、その設置と活動には連邦法上の根拠があるとも考えられる。 
また、「土地再開発協議体」の人的構成（原文は「Formation」）についても、
BRAC 法では特定されていないものの273、基地閉鎖・再編関連の連邦規則（以下、BRAC
規則）274では、周辺自治体の土地利用（Zoning）部署のほか、地域コミュニティーから
関係者の幅広い参加を得るべきであると規定されている275。国防総省は、その設置に
ついて地域の代表者と協力し、再利用計画の立案を支援する役割を担う276。 
「土地再開発協議体」の役割は、地域コミュニティーを、基地跡地再利用計画の策
定過程に関与させるため、地域の指導者と協力すること、地域の公衆に対し、再利用
計画策定の進捗状況を周知し、再利用に係る要望を聴取すること、再利用計画に対し
て地域の要望を反映させることなどである277。 
一方、「土地再開発協議体」と汚染浄化との関係については、前記「DERP 管理ガ
イダンス」の中で言及されている。この内規は、BRAC が対象とする基地・施設の環
境修復事業は、「土地再開発協議体」が策定した再利用計画に基づいて行われるべき
ことや、同協議体の策定作業が完結していない間は、将来の土地利用を決定する過程
において、修復事業に関する地域からの意見聴取（原文は「Input」）などは、極力早
期に行われるべきことを規定している278。 
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「土地再開発協議体」が、跡地再利用の過程で重要な役割を果たしたケースは多い
と見られるが、EPA によれば、コロラド州のローリー空軍基地（Lowry Air Force Base）
は、跡地利用が成功した事例のひとつとされている。ここでは、同基地を例として、
跡地再利用と「土地再開発協議体」の関係を紹介する279。 
ローリー空軍基地は、1991 年に BRAC のリストに登録されたが、基地を抱えるデン
バー（Denver）市とアウロラ（Aurora）市は、その直後、跡地再開発のための地域協
議体として、「ローリー経済復興プロジェクト」（Lowry Economic Recovery Project）
を立ち上げた。空軍は、1994 年 9 月、ローリー基地における活動を停止したが、その
時点で、「ローリー経済復興プロジェクト」は、再利用計画の策定を終えていた。ロ
ーリー空軍基地のケースは、基地が閉鎖される前に、再利用計画が策定された、最初
の事例と言われている280。 
1994 年までに「ローリー経済復興プロジェクト」は解散し、新たな協議体として
「ローリー再開発協議体」（Lowry Redevelopment Authority）が設置された。基地跡地
は、住宅地区として再利用されることとなり、汚染浄化が完了した状態で、1996 年に
は住宅建設を開始、1998 年には、最初の住宅が完成した。最終的に住宅整備が完了し
たのは 2009 年で、4,500 戸の住宅が建設された。「再開発協議体」の積算によれば、
この再利用計画によって、1994 年から 2003 年までに、およそ 40 億ドルにのぼる経済
効果が得られたという281。 
 
(2) 国防総省による州への財政支援 
 これまで述べてきたように、基地跡地の汚染浄化事業は、主として国防総省・軍に
委ねられるが、州も、事業に対する支援的な部分では一定の活動を行う。こうした、
州の支援的な活動については、国防総省が、財政支援を行う事業プログラムがある。
これを「国防総省と州の合意取り決め」（Department of Defense and State Memorandum 
of Agreement 以下、DSMOA）と呼ぶ。DSMOA の法的根拠は、DERP について定めた、
1986 年の前記「スーパー・ファンド法修正・再授権法」（SARA 法）にあり282、細かい
内容については、国防総省の内規などで規定されている。 
 「DERP 管理ガイダンス」は、DSMOA の基本的な内容について述べている。それに
よれば、州と準州（Territory）283は、汚染浄化の支援活動を行うにあたり、［外部の専
門家などから］技術的な助言を受けるために要した費用などについて、DSMOA に基
づき、国防総省から費用の弁済を受けることができる。つまり、DSMOA は、州が基
地の環境修復活動に関与する仕組みを提供し、州が費用弁済を受けるための条件など
を規定したものであり、州が受けることのできる弁済の額や類型は、実際に行われて
いる、汚染浄化活動の目的や複雑性による、とされている284。 
国防総省による、前記 DERP の事業実施状況報告のうち、2010 会計年度報告にも、
DSMOA の性格や事業目的が記されている。それによれば、DSMOA は、国防総省と州
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や準州が、汚染浄化事業を促進するパートナーシップとして計画している事業であり、
浄化事業目的の達成を助ける上で、国防総省が、州の環境当局と調整するための枠組
みを提供しているという285。なお、DSMOA の締結後、州は、財政支援を受けるため、
「協力協定」（Cooperative Agreement）と呼ばれる取り決めを結ぶ必要がある。この取
り決めは、2 年間を期限として、財政支援の内容を定めている286。 
 DSMOA については、前記国防総省指令第 4715.07 号「国防環境修復計画（DERP）」
が、協定の締結に係る、国防総省や軍の担当・権限を定めている。国防総省内で、事
業プログラムとしての DSMOA に関して、全般的な監督を行うのは、施設及び環境問
題担当国防副次官であるが287、実質的な事業実施権限は、陸軍長官（Secretary of the 
Army）にある。同指令において、陸軍長官は、「DSMOA を主導する主体として活動
する」（原文は「act as lead agent」）と規定されており、州との協定締結交渉を担当す
る288。施設及び環境問題担当国防副次官は、陸軍長官の当該業務を監督し、DSMOA
の最終的な署名を行う289。 
 前記 2010 会計年度国防総省報告（刊行は 2011 年 7 月）によれば、事業プログラム
が開始された 1986 年以降、国防総省は、48 の州と DSMOA を結んでいる。この時点
で、4 つの自治領とコロンビア特別行政区を合わせると、DSMOA の締結例は 53 にの
ぼっており、未締結地域は、アーカンサス州、ノース・ダコタ州、ヴァージン・アイ
ランド（準州）を残すのみとなっている290。DSMOA に基づき、各州・準州に対して
行われている財政支援の総額は、2010 会計年度の場合、およそ 2,700 万ドルである291。 
 
(3) BRAC 法における余剰資産の処分・移転手続 
BRAC の概要について、CRS が 2013 年にまとめた報告『BRAC：軍事資産の移転及
び処分』によれば、国防総省を含む連邦政府機関の不要資産の処分について定めた法
令としては、共通役務庁（General Services Administration）の権限を定めた「1949 年連
邦資産及び行政サービス法」（Federal Property and Administrative Services Act of 1949）
292があり、基地・施設の処分・移転についても、同法を根拠として行われている293。
一方、特に、基地・施設が「余剰資産」（Excess Property）とされた場合の手続に関連
した法令として、このほか、BRAC 法がある。 
BRAC 法には、前述した、基地閉鎖・再編対象の選定手続に加えて、もうひとつの
重要な側面がある。冷戦崩壊後、基地閉鎖が大規模に進捗したことで、軍の所有する
用地で必要のなくなったものは、処分もしくは、他の政府機関、地方自治体、民間等
へ移転されることとなった。このため、関連する手続を規定する連邦法として制定さ
れたのが BRAC 法である。BRAC 法の制定によって、基地跡地の処分・移転は、ある
程度安定した法的枠組みによって運用されるようになった、とされている294。 
BRAC 法は、BRAC によって、閉鎖・再編の対象とされた基地・施設の用地につい
ては、その処分・移転等に係る共通役務庁の権限を国防長官に委任することを定めて
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いる295。BRAC 規則の規定によれば、この国防長官の権限は、調達、技術及び兵站問
題担当国防次官へ委任され296、同次官の権限は、さらに、施設及び環境問題担当国防
副次官へと委任される297。 
なお、国防総省が所管する「国防環境修復計画」（DERP）には、BRACが対象とす
る基地・施設における汚染浄化事業も含まれることや、汚染浄化事業の実施主体が陸
海空3軍であることなどについては、すでに紹介したとおりである。BRAC法とBRAC
規則には明記されていないが、BRACに関連する基地・施設の余剰資産についても、
処分・移転と、それに伴う汚染浄化事業は、陸海空3軍が実施していると考えられる298。 
BRAC法によれば、国防長官は、BRACを実施するに当たり、国防総省にとり必要の
なくなった、あらゆる資産（原文は「any property made excess to the needs of the 
Department of Defense」）について、極力速やかに環境修復を行わなければならない、
とされているが299、この場合の国防長官の責務については、実質上、陸海空3軍が履行
するものと見なしてよいであろう。 
 BRAC 法と BRAC 規則は、このような軍の「余剰資産」（多くは、必要のなくなっ
た基地・施設用地）の処分・移転等について、国防総省・陸海空 3 軍が管轄する、い
くつかの責務や権限を規定している。例えば、BRAC 法は、基地・施設用地の処分・
移転に係る規定として、国防長官が、前記「土地再開発協議体」に対し、跡地におけ
る雇用促進に資する目的で、基地・施設の余剰資産を提供できることを定めている300。
この権限については、BRAC 規則でも定めており、「経済開発目的の譲渡」
（Economic Development Conveyance）と呼ばれている301。 
このほか、BRAC 関係用地の処分・移転に適用される、国防総省と陸海空 3 軍の権
限については、前記「1949 年連邦資産及び行政サービス法」や BRAC 規則が細かに規
定しているが、一例としては、地方自治体に対する、公益目的での割引もしくは無償
での譲渡（Public Benefit Transfer）302、競売もしくは、協議売却による提供(Public 
Auction and Negotiated Sale)303などがある。前記 CRS 報告『BRAC：軍事資産の移転及
び処分』は、このうち、跡地が公益目的で提供される場合の具体的な用途として、空
港や歴史的記念碑、公園、レクリエーション施設、低所得者支援住宅などを挙げてい
る304。 
処分・移転の手続は、当該用地が「余剰」と判断されることから始まる。BRAC 規
則によれば、国防長官は、BRAC により、閉鎖・再編が決定した基地・施設の用地に
ついて、当該用地が、国防総省・軍にとって、他の連邦政府機関の利用に供するか、
［自治体等による利用のため］処分し得る余剰資産と判断するかどうか、閉鎖・再編
の決定後、可及的速やかに、「土地再開発協議体」などに通知するが、その目的は、
基地閉鎖・再編により影響を被る地域コミュニティーの経済回復を促進することとさ
れている305。 
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 以上述べてきたとおり、BRAC 法・規則には、地元の跡地利用促進という観点が反
映されている。こういった考え方を示す一例として、BRAC 法は、国防長官及び、そ
の権限を委任された陸海空 3 軍長官が、基地閉鎖・再編に伴い、「余剰資産」の処分
に係る、あらゆる措置を実施する際は、当該基地・施設が所在する、州の知事や地元
自治体と、事前に協議しなければならない、としている306。基地汚染浄化事業は、当
該基地・施設跡地の再利用を大きく左右する問題であり、汚染浄化をめぐる米国の法
的枠組みは、特に、この点を踏まえて構築されていることに留意する必要があろう。 
 
(4) 汚染浄化完了前に行われる処分・移転手続 
 汚染された軍の用地については、その処分・移転を行う前に、浄化活動を完結させ
ておくことが望ましい。CERCLA 法では、所有する用地を民間事業者等に移転する場
合、連邦政府機関（本論文では国防総省・軍）は、移転契約の約款において、人の健
康と環境が保護されるよう、当該用地での環境「復旧」活動が行われたことを示さな
ければならない、とされている307。ただし、Ⅲ章第 2 節(3)で紹介した実例からも窺わ
れるが、実際の汚染浄化活動は、完結まで長期化することも多い。特に、当初は確認
されていなかった汚染源が、事業開始後に発見されたようなケースでは、事業の遅延
とコスト高を招く傾向があると見られている308。 
汚染浄化活動が長期化することは、地域のコミュニティーにとって、跡地の再利用
という観点から好ましくないことは言うまでもない。そのため、CERCLA 法は、処
分・移転前の浄化完了を原則としつつ、完了前でも、用地を移転し得る場合があるこ
とを定めている。 こういった形での用地移転は、一般に「早期移転」（Early Transfer）
と呼ばれており、1996 年の CERCLA 法改正によって、導入された枠組みである309。こ
の改正法は、EPA 長官と州知事が、当該汚染用地の移転について、CERCLA 法が規定
する本来的な要件（事前の浄化完了）の適用を猶予することができる旨定めている。
NPL 登録用地については EPA 長官、それ以外の用地については州知事が、それぞれ、
猶予を決定する。NPL 登録用地の場合は、EPA 長官が猶予を決定する際、州知事の同
意も必要とされる310。 
CERCLA 法における、これらの規定からは、州が「早期移転」のプロセスにおいて、
大きな役割を果たすことが読み取れる。この点に関連するが、全米州知事協会
（National Governors Association）のウエブサイトに掲載された、「早期移転」をテー
マとするレポートによれば、「早期移転」に対する同意権は、州に対し、それまでの
ような、軍の浄化事業に対する監視という伝統的な役割を超えて、より広範な、［汚
染浄化と］跡地再開発に絡む問題の検討を求めることになった、という311。 
なお、前記「DERP 管理ガイダンス」は、国防総省は、同省と移転先の双方にとっ
て、利益と見なされる場合、政策として、随時「早期移転」を実施する、と述べているが
312、実際、国防総省は、BRAC の実施過程において、「早期移転」の枠組みを促進し
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てきた、とされている313。GAO が 2007 年 1 月にまとめた報告書『軍事基地閉鎖』に
よれば、「早期移転」が選択され、その手続が完了したケースは、2001 年 9 月末時点
では 12 施設、用地面積にして総計 8,200 エーカー分であったが、2006 年 7 月時点では、
23 施設、総計 23,700 エーカーにまで拡大しており314、それら 23 施設には、テネシー
州のメンフィス海軍航空基地（Naval Air Station, Memphis）や、カリフォルニア州のフ
ォート・オード陸軍基地（Fort Ord）とマサー空軍基地（Mather Air Force Base）、本
節(1)でも紹介した、コロラド州のローリー空軍基地などが含まれている315。「早期移
転」は、汚染浄化と跡地の迅速な再利用を結びつける枠組みとして、一定の運用実績
を残していると言えるだろう。 
 
２ 「修復諮問委員会」（RAB）の役割 
 
前節では、基地跡地再利用のための協議体として、「土地再開発協議体」を概観し
てきたが、本節では、特に、再利用と汚染浄化を結びつける観点から運用されている、
制度的な枠組みとして、「修復諮問委員会」（Restoration Advisory Board 以下、RAB）
という協議機関を取り上げ、組織の概要や運用実態などを紹介する。これまで、汚染
浄化事業については、自治体や住民の関与が重要である点に、繰り返し触れてきたが、
RAB は、この問題を検証する上で、好個のテーマであると考えられることから、本論
文では、制度面に止まらず、可能な範囲で、実態面についても詳細に論じることとし
たい。 
 
(1) RAB の制度的な概要 
RAB の設置目的や構成などについては、連邦法や連邦規則により規定されているが、
そのほか、国防総省が制定した「RAB 規則ハンドブック」によって、その概要がまと
められている316。ここでは、これらの法令や「RAB 規則ハンドブック」に依拠しなが
ら、RAB の制度的な概要について記す。 
RAB は、国防総省が現に所有しているか、過去に所有していたが、現在も汚染浄化
事業を所管する、基地・施設での環境修復活動について議論するための、「利益関係
者」（stakeholder）による定期的な会合の場である、とされており317、その設置目的は、
汚染浄化事業に関して、軍と地域コミュニティーの間で、情報交換や議論を行うため
の場を構築し、汚染浄化をめぐる政策について、立案から決定の段階を通して、地域
コミュニティーの利害と関心を反映させることにある。 
国防総省は、基地・施設における汚染浄化事業について、地域コミュニティーの関
与を促進する目的で、1994 年からこの枠組みを運用している。RAB は、基地・施設ご
とに設置されており、「RAB 規則ハンドブック」が公刊された 2007 年 3 月時点で、
300 以上の設置例が確認されている318。 
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RAB の設置には、連邦法と連邦規則に関連規定があり、その活動は法的枠組みによ
って根拠づけられている。連邦法は、基地・施設における有害物質排出をめぐる国防
総省の事業について、国防長官が、①国防総省や EPA と自治体当局、地域コミュニテ
ィーの代表者による協議機関として「技術的検討委員会」（Technical Review 
Committee 以下、TRC）を設置すべきこと、②TRC の代わりとして RAB の設置を承
認できること、③RAB の設置、性格、構成などを定めた連邦規則を制定すべきことを
規定している319。 
TRC と RAB の関係については不明な点が多いが、「RAB 規則ハンドブック」によ
れば、TRC と RAB は、同じ法的目的を達し得る機関であるが、RAB が「より望まし
いフォーラム」とされている320。連邦規則の規定によると、RAB 設置について地域コ
ミュニティーの関心が認められるような場合、国防総省は、既存の TRC を RAB に組
織換えしていくこと（原文は「Converting」）が望ましいとしている321。この点に関連
するが、RAB に関して国防総省が作成した広報資料「修復諮問委員会」は、TRC とし
て設置された協議機関の半分以上が、RAB に組織換えしたことを紹介している322。 
連邦規則では、汚染浄化について十分かつ持続的な地域コミュニティーの関心が存
在する基地・施設については、RAB を設置すべきことが規定されている323。これをは
じめとして、RAB の設置・運営などに関する全般的な要件（RAB Rule）は、連邦規則
で定められており324、RAB の組織・構成についても、連邦規則が基本的な要件を定め
ている。それによれば、RAB は、少なくとも、国防総省・当該基地と地域コミュニテ
ィーの代表者によって組織され、地域コミュニティーの代表者は、地域における多様
な利害関心を反映させるように選定されなければならない。RAB の構成メンバーとし
ては、そのほか、EPA や州、地方自治体の代表者を加えることができる325。 
議事運営のため、RAB には議長が置かれるが、議長は、基地・施設と地域コミュニ
ティーの代表者が共同で務める326。共同議長を含め、地域コミュニティーから参加す
るメンバーの位置づけはボランティアであり、その活動に対して、国防総省が対価を
提供することはない327。一方、「RAB 規則ハンドブック」によると、RAB の人的規模
は、当該基地・施設により異なるが、国防総省は、建設的な議論を行うためには、30
人以内とするのが望ましい、としている328。なお、RAB について留意すべき特徴のひ
とつは、汚染浄化事業をめぐる意見表明が、RAB という組織の合意によるのではなく、
個々の構成メンバーによって行われることである329。また、基地・施設の司令官は、
RAB メンバーの意見には留意しなければならないが330、必ずしもそれに従う必要はな
いとされている331。 
RAB の設置と運営については､当該基地･施設の司令官が主導的な権限を行使する332。
司令官は、構成メンバー選任のため、地域コミュニティーの住民から成る「選任委員
会」（Selection Panel）を設ける333。そのほか、基地・施設の司令官は、RAB の活動中
止や解散についても主導的権限を有している。司令官は、RAB の活動について、地域
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コミュニティーからの要望が認められない場合、もしくは、活動が地域コミュニティ
ーの利益と判断されなくなった場合は、EPA や州、地方自治体と協議した上で、活動
中止の決定や解散の勧告を行うことができる334。 
ただし、［その後］RAB の活動について、十分かつ継続的な地域コミュニティーの
利益が認められ、また、現に汚染浄化事業が継続しているか、又は再開されるような
場合、司令官は、当該基地・施設について、再度、RAB を設置することができる335。
司令官は、RAB の活動中止又は解散後、汚染浄化事業が継続している場合は、RAB の
活動をめぐる、地域コミュニティーの利益が存在するか、24 か月ごとに評価を行うが、
「復旧措置」が進行していると認められる場合は、その限りでない336。なお、司令官
は、地域コミュニティーに対し、RAB の解散又は再設置を提案するに当たって、30 日
間の公聴期間を設け、その結果を分析した上で、最終的な決定を下さなければならな
い337。 
 
(2) RAB の活動経費と予算 
 前記国防総省広報資料「修復諮問委員会」によれば、1998 会計年度時点の情報であ
るが、国防総省は、RAB の活動管理経費として、およそ 460 万ドルを計上している。
前年（1997 会計年度）の予算額は 490 万ドルであり、この時点で予算が減少した背景
としては、各基地・施設において汚染浄化事業が進展したことで、RAB の開催頻度、
ひいては活動自体も全体的に低下した可能性が指摘されている338。なお、前記アーニ
ー国防副次官の議会公聴会書面証言によれば、これからほぼ 10 年が経過した 2007 会
計年度に、国防総省が RAB 関連経費として拠出した予算額は 250 万ドルである339。 
RAB は、DERP と同様、現に運用されている基地・施設と、BRAC の対象基地・施
設、国防総省・軍の管轄から離れた施設の跡地いずれについても設置できる。活動管
理経費は、BRAC の対象については BRAC 計画の実施経費から、それ以外は、3 軍各
省の所管予算である「各省環境修復会計」から、それぞれ拠出される340。これらの経
費を運用する主体は国防総省であり、RAB 自体が予算の割り当てを受けるわけではな
い341。 
 RAB の活動経費に関連して見落とせない点は、地域コミュニティーが、汚染浄化事
業に係る科学的・技術的知見を得ることを可能とするため、国防総省が、RAB に対す
る支援事業として、一定の財政措置を行っていることである。この事業プログラムを
「公衆参加のための技術支援」（Technical Assistance for Public Participation 以下、
TAPP）と呼ぶ。事業プログラムの内容・運営原則等については、連邦規則で規定され
ている342。この事業プログラムは、基地・施設の司令官が、外部事業者との間で、技
術的見地から行われる、RAB 活動への助言を目的とした、コンサルタント契約を結び、
地域コミュニティーが、当該契約によるサービスを受ける、というものである343。 
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 契約額については、連邦規則で上限を定めており、基地・施設ごとに、原則として、
総額で 10 万ドル以下、年間契約額については、2 万 5,000 ドル、又は、当該基地・施
設の汚染浄化事業で予定される総経費の 1％を比べて、少ない額とされている344。ち
なみに、1998 会計年度を例にとると、カリフォルニア州のアラメダ海軍航空基地
（Alameda Naval Air Station）など、5 つの基地・施設が、TAPP の適用を受けており、
年間契約額は 10 万 9,000 ドルとなっている345。 
 
(3) RAB の活動評価と運用実態 
(3-a) 全体的な活動評価 
RAB の活動評価については、情報量が少ないものの、ここでは、活動実態を検証し
た論文として、エネルギー省隷下の研究機関「北西太平洋国立研究所」（Pacific 
Northwest National Laboratory）に所属する、2 名の研究員がまとめた研究成果を紹介す
る。この論文は、政府機関が所有する汚染用地の浄化をめぐる、公衆参加の枠組みと
して、エネルギー省が所管する「特定用地別諮問委員会」（Site-Specific Advisory 
Board）と RAB を取り上げ、それぞれの機関について、参加者への聞き取り調査を踏
まえつつ、活動や機能の実態面を比較評価したものである。なお、RAB については、
陸軍の 7 基地・施設で設置されたものが調査対象とされている346。 
 この論文によると、RAB は、エネルギー省所管の諮問機関と比較して、全体的に機
能不全・機能不備の面が多いとされている。以下、論拠とされているものの一例を示
す。 
○汚染浄化事業をめぐる意思決定内容や技術的記録などについて、RAB のメンバーに
は、限られたアクセスしか認められていない。いくつかの RAB では、特に要求をしな
い限り、メンバーに記録類が提供されていない347。 
○調査対象とした 7 つの RAB で、会議録の内容を含め、組織の活動について、ウエブ
サイトの情報が適宜更新されていたのは、2 か所に過ぎない348。 
○RAB は、本来、汚染浄化事業への助言に役割を特化した組織であるが、陸軍は、そ
の他の問題にも対応するよう、組織の運用を複雑化しており、地域の利益を実現する
上で、さほど成果を示していない349。 
○殆どの RAB で、聞き取り対象者は、自分が陸軍の政策決定に与える影響は、極めて
限られていると認識しており、自らの意見を提供することが、［陸軍側から］求めら
れ、望まれているとも感じていない350。 
○メンバーが、組織としてではなく、個人的な立場から発言を求められることは、政
策決定と説明責任の上で、RAB が、より良く機能することを困難にしている351。 
先に触れたように、論文の著者は、エネルギー省隷下の研究機関に所属しており、
同省が所管する諮問機関との比較という分析手法については、多少、評価を留保する
必要も感じられるが、法制と RAB の実態的な機能との間に、一定の乖離が見られるこ
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とは確かであろう。その他、RAB の実態面を評価した関連論文には、RAB における議
論が、軍によってコントロールされ、浄化手法がもたらす深刻な健康上の影響につい
て、十分な配慮がされなかったことに批判が高まり、結果として、より広範な地域住
民の参加が求められたケースを紹介したものがある352。 
2000 年時点での情報であるが、シェリ・グッドマン（Sherri W. Goodman）環境安全
保障問題担当国防副次官は、連邦議会上院環境及び公共工事委員会スーパー・ファン
ド、廃棄物管理及びリスク評価小委員会の公聴会に提出した書面証言において、設置
されている基地・施設の半数以上で、RAB は、汚染浄化の範囲やスケジュールに影響
を及ぼす重要な助言を行ってきた、と述べ、その活動意義を高く評価している353。一
方、RAB については、ここで紹介したような、批判的な見方も少なくないと見られる。
以下、運用実態を分析する中で、さらに RAB の問題点を検証してみたい。 
 
(3-b) 個別的な運用実態 
 RAB については、汚染浄化をめぐる公衆参加の枠組みとして、十分に機能していな
い、との指摘があることを紹介したが、個別的な運用実態の中にも、そういった批判
の妥当性を窺わせるような事例が散見される。ここでは、RAB の設置・運用に対する、
軍の判断が恣意的として、地域コミュニティーから問題視された 2 つの事例を紹介す
る。 
 
(3-b-1) バドガー陸軍弾薬庫の事例 
 バドガー陸軍弾薬庫（Badger Army Ammunition Plant）は、ウイスコンシン州に所在
する施設である。同施設については、環境汚染を問題視する市民団体「バドガー周辺
地域の安全な水環境を求める市民たち」（Citizens for Safe Water Around Badger 以下、
CSWAB）が、軍による汚染浄化事業を監視している。同施設における最大の懸念事項
は、CSWAB の団体名称からも窺われるとおり、施設内外での汚染水問題である。 
CSWAB のウエブサイトに掲載された説明資料によれば、ウイスコンシン州には、
汚染された軍の用地が 40 か所存在するが、バドガー弾薬庫は、中でも特に汚染度が深
刻であるという。同施設の地下水は、発がん性のある化学物質で汚染されており、そ
れらの化学物質には、消火剤などに用いる四塩化炭素（Carbon Tetrachloride）やトリク
ロロエチレンなどが含まれている。汚染水は、施設外部にも流出し、住民が利用する
井戸にも影響を及ぼしている、とされる354。 
 陸軍は、汚染浄化の進め方について、ウイスコンシン州と協定を結んでいたが、同
州と EPA が求めていたレベルでの浄化は、必ずしも実施されていなかったようである355。
バドガー弾薬庫における汚染浄化事業の経緯については、詳述を避けるが、陸軍の事
業手法をめぐって、かねて、周辺住民には不満があったと見られる。2012 年 4 月には、
同施設で設置されている、RAB の住民側メンバー14 名が、陸軍に対し、環境基準に従
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とは確かであろう。その他、RAB の実態面を評価した関連論文には、RAB における議
論が、軍によってコントロールされ、浄化手法がもたらす深刻な健康上の影響につい
て、十分な配慮がされなかったことに批判が高まり、結果として、より広範な地域住
民の参加が求められたケースを紹介したものがある352。 
2000 年時点での情報であるが、シェリ・グッドマン（Sherri W. Goodman）環境安全
保障問題担当国防副次官は、連邦議会上院環境及び公共工事委員会スーパー・ファン
ド、廃棄物管理及びリスク評価小委員会の公聴会に提出した書面証言において、設置
されている基地・施設の半数以上で、RAB は、汚染浄化の範囲やスケジュールに影響
を及ぼす重要な助言を行ってきた、と述べ、その活動意義を高く評価している353。一
方、RAB については、ここで紹介したような、批判的な見方も少なくないと見られる。
以下、運用実態を分析する中で、さらに RAB の問題点を検証してみたい。 
 
(3-b) 個別的な運用実態 
 RAB については、汚染浄化をめぐる公衆参加の枠組みとして、十分に機能していな
い、との指摘があることを紹介したが、個別的な運用実態の中にも、そういった批判
の妥当性を窺わせるような事例が散見される。ここでは、RAB の設置・運用に対する、
軍の判断が恣意的として、地域コミュニティーから問題視された 2 つの事例を紹介す
る。 
 
(3-b-1) バドガー陸軍弾薬庫の事例 
 バドガー陸軍弾薬庫（Badger Army Ammunition Plant）は、ウイスコンシン州に所在
する施設である。同施設については、環境汚染を問題視する市民団体「バドガー周辺
地域の安全な水環境を求める市民たち」（Citizens for Safe Water Around Badger 以下、
CSWAB）が、軍による汚染浄化事業を監視している。同施設における最大の懸念事項
は、CSWAB の団体名称からも窺われるとおり、施設内外での汚染水問題である。 
CSWAB のウエブサイトに掲載された説明資料によれば、ウイスコンシン州には、
汚染された軍の用地が 40 か所存在するが、バドガー弾薬庫は、中でも特に汚染度が深
刻であるという。同施設の地下水は、発がん性のある化学物質で汚染されており、そ
れらの化学物質には、消火剤などに用いる四塩化炭素（Carbon Tetrachloride）やトリク
ロロエチレンなどが含まれている。汚染水は、施設外部にも流出し、住民が利用する
井戸にも影響を及ぼしている、とされる354。 
 陸軍は、汚染浄化の進め方について、ウイスコンシン州と協定を結んでいたが、同
州と EPA が求めていたレベルでの浄化は、必ずしも実施されていなかったようである355。
バドガー弾薬庫における汚染浄化事業の経緯については、詳述を避けるが、陸軍の事
業手法をめぐって、かねて、周辺住民には不満があったと見られる。2012 年 4 月には、
同施設で設置されている、RAB の住民側メンバー14 名が、陸軍に対し、環境基準に従
 
 
った地下水汚染の浄化と、施設周辺の湖や湿地、生態系への汚染水流出防止を求める、
連名の書簡を送っている356。 
同施設の汚染浄化をめぐる、陸軍と周辺住民の関係は、2012 年の夏、新たな局面を
迎えることとなる。バドガー弾薬庫を管理する陸軍当局が、RAB の住民側メンバーを
変更する計画を提案してきたのである。報道が伝えた陸軍側の発表内容によると、こ
の提案は、汚染浄化事業に関心を持つ公衆を、より広く RAB に関与させるべき、とす
る「2006 年のガイドライン」に従ったものとされている。また、陸軍は、発表の中で、
この年 5 月に RAB へ提出した、周辺住民の意識に関する委託調査の結果についても言
及している。それによれば、住民の 50％が RAB の存在を知らず、自分たちの利益が
［現状の RAB には］反映されていないと感じている、とのことであった357。 
 これに対し、CSWAB は、連邦規則で定められている、前記「RAB Rule」には、陸
軍がいう組織改編について、根拠となる条項が何ら存在せず、［このように、軍の恣
意的な判断でメンバーを入れ替えることは］他の RAB にとっても否定的な前例になる
との理由から、同年 8 月、ローラ・オラー（Laura Olah）代表名で、地元選出の連邦議
会議員 2 名に書簡を送り、国防総省による「RAB Rule」の遵守状況を調査するよう、
GAO に対し求めてほしい、との要望を伝えた358。CSWAB の要望が、陸軍の改編提案
に対する、けん制を狙ったものであったことは言うまでもない。 
 陸軍の提案については、その後、EPA からも懸念が示される。2012 年 9 月、ウイス
コンシン州を管轄する EPA 第 5 地区は、マーガレット・ゲレロ（Margaret M. Guerriero）
土地及び化学物質部長名で、陸軍環境コマンド（Army Environmental Command）359汚染
浄化及び弾薬処理部のジェームス・ダニエル（James D. Daniel）部長宛て、書簡を送付
した。この書簡は、バドガー弾薬庫 RAB の改編について説明した、同年 6 月の EPA
宛て陸軍側書簡に対する返信という形をとっている。書簡の中で、EPA は、「RAB 
Rule」には、メンバーの再任や任期制限に係る規定が無いことなどを指摘しつつ、陸
軍に対し、改めて組織改編の理由を説明するよう、求めている360。なお、筆者が
CSWAB のウエブサイトや各種報道を参照した範囲では、その後、陸軍が改編計画を
実施した形跡は見られない。 
 
(3-b-2) ケリー空軍基地の事例 
 バドガー弾薬庫は、軍が RAB の構成を恣意的に変えようとしている、との批判を浴
びた事例であるが、ケリー空軍基地のケースでは、住民の意図とは必ずしも適合しな
い形で、軍が RAB を解散したことが問題となった。 
 ケリー空軍基地（Kelly Air Force Base）は、テキサス州に所在する施設である。2001
年に閉鎖された後、跡地の半分は、ラックランド空軍基地（Lackland Air Force Base）
として再編され、残り半分は、経済開発を促進するため、地元に引き渡された。引渡
された用地は、現在、テキサス州が出資する公社「Port San Antonio」が保有しており、
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民間の物流拠点・複合産業施設として活用されている。同基地は、航空機の維持・修
理施設であり、施設の地下水は、バドガー弾薬庫の場合と同様、トリクロロエチレン
をはじめ、機械洗浄などに用いられる化学物質で汚染されていた361。 
 同基地でも RAB が設置され、20 年間にわたって、軍の汚染浄化事業を監視してき
たが、空軍は、浄化活動が未だ継続する中、2013 年 3 月、その解散に踏み切った。同
基地周辺では、以前から、基地の環境汚染と、住民の健康被害（がんの多発など）と
の関連性が議論されており、被害を受けたと主張する住民らは、同年 7 月、軍の汚染
浄化事業への監視強化を訴えるとともに、RAB 解散に反対して、抗議行動を展開した。
空軍は、跡地での汚染浄化事業は 95％完了した、との立場を取っており、州や自治体
の環境当局も、その間、未確認の地下水汚染が存在する可能性や、空軍による燃料貯
蔵タンクの処分、排水処理などについて、綿密な監視を行ってきた、としている。し
かし、基地周辺で汚染浄化事業に対する監視活動を行ってきた活動家からは、基地跡
地が経済開発の恩恵を被っているため、企業誘致の観点などから、地元の環境当局は、
問題が未だ存在することを認めにくい状況にあるのではないか、との見方も示されて
いる362。 
空軍は、汚染浄化事業がほぼ完了したため、「RAB Rule」が規定する解散条件、す
なわち、RAB の活動に関する地域コミュニティーの利益がもはや存在しない、という
論法で解散を決定したものと思われる。しかし、空軍と基地周辺住民の間で、汚染浄
化事業の進捗や、RAB の活動継続をめぐる、認識の齟齬が存在したことは明らかだろ
う。ちなみに、ケリー基地の汚染浄化事業については、同基地の用地が、NPL に登録
されなかったため、登録用地に対してのみ交付される、EPA の「技術支援交付金」を
受けられず、住民が外部の専門的な知見を活用することができなかったという問題点
も指摘されている363。 
CERCLA 法とその実施規則である「緊急対応計画」は、汚染浄化事業の手法選択に
ついては、地域コミュニティーに対する公聴手続を設けており、実際、ケリー基地の
場合も、空軍は、RAB の解散に際して、一連の公聴手続を実施した旨、ニュース・リ
リースで発表している364。しかし、事業の進捗・完了評価に関する限り、CERCLA 法
と「緊急対応計画」には、対応する公聴手続の規定が無い。ケリー基地の事例は、汚
染浄化事業の進捗評価をめぐり、軍と地域コミュニティーの間で紛争が生起する恐れ
が少なくないこと、RAB が、そのような事態に対して十分に対応できない可能性が強
いことを示唆している。 
なお、ここで紹介してきた、バドガー弾薬庫やケリー基地のように、RAB の設置・
運用をめぐって、軍の施策が問題となった事例は、他にも存在する可能性がある。例
えば、Ⅲ章第 2 節で、汚染浄化事業の実施例として紹介した、マクレラン空軍基地で
も、2000 年に RAB の解散が行われた際、前記環境 NPO 団体「アーク・エコロジー」
による批判が展開された。このケースでも、空軍は、バドガー弾薬庫の事例と同様、
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民間の物流拠点・複合産業施設として活用されている。同基地は、航空機の維持・修
理施設であり、施設の地下水は、バドガー弾薬庫の場合と同様、トリクロロエチレン
をはじめ、機械洗浄などに用いられる化学物質で汚染されていた361。 
 同基地でも RAB が設置され、20 年間にわたって、軍の汚染浄化事業を監視してき
たが、空軍は、浄化活動が未だ継続する中、2013 年 3 月、その解散に踏み切った。同
基地周辺では、以前から、基地の環境汚染と、住民の健康被害（がんの多発など）と
の関連性が議論されており、被害を受けたと主張する住民らは、同年 7 月、軍の汚染
浄化事業への監視強化を訴えるとともに、RAB 解散に反対して、抗議行動を展開した。
空軍は、跡地での汚染浄化事業は 95％完了した、との立場を取っており、州や自治体
の環境当局も、その間、未確認の地下水汚染が存在する可能性や、空軍による燃料貯
蔵タンクの処分、排水処理などについて、綿密な監視を行ってきた、としている。し
かし、基地周辺で汚染浄化事業に対する監視活動を行ってきた活動家からは、基地跡
地が経済開発の恩恵を被っているため、企業誘致の観点などから、地元の環境当局は、
問題が未だ存在することを認めにくい状況にあるのではないか、との見方も示されて
いる362。 
空軍は、汚染浄化事業がほぼ完了したため、「RAB Rule」が規定する解散条件、す
なわち、RAB の活動に関する地域コミュニティーの利益がもはや存在しない、という
論法で解散を決定したものと思われる。しかし、空軍と基地周辺住民の間で、汚染浄
化事業の進捗や、RAB の活動継続をめぐる、認識の齟齬が存在したことは明らかだろ
う。ちなみに、ケリー基地の汚染浄化事業については、同基地の用地が、NPL に登録
されなかったため、登録用地に対してのみ交付される、EPA の「技術支援交付金」を
受けられず、住民が外部の専門的な知見を活用することができなかったという問題点
も指摘されている363。 
CERCLA 法とその実施規則である「緊急対応計画」は、汚染浄化事業の手法選択に
ついては、地域コミュニティーに対する公聴手続を設けており、実際、ケリー基地の
場合も、空軍は、RAB の解散に際して、一連の公聴手続を実施した旨、ニュース・リ
リースで発表している364。しかし、事業の進捗・完了評価に関する限り、CERCLA 法
と「緊急対応計画」には、対応する公聴手続の規定が無い。ケリー基地の事例は、汚
染浄化事業の進捗評価をめぐり、軍と地域コミュニティーの間で紛争が生起する恐れ
が少なくないこと、RAB が、そのような事態に対して十分に対応できない可能性が強
いことを示唆している。 
なお、ここで紹介してきた、バドガー弾薬庫やケリー基地のように、RAB の設置・
運用をめぐって、軍の施策が問題となった事例は、他にも存在する可能性がある。例
えば、Ⅲ章第 2 節で、汚染浄化事業の実施例として紹介した、マクレラン空軍基地で
も、2000 年に RAB の解散が行われた際、前記環境 NPO 団体「アーク・エコロジー」
による批判が展開された。このケースでも、空軍は、バドガー弾薬庫の事例と同様、
 
 
メンバー構成が地域の利害関心を正確に反映していない、との理由から、RAB の解散
と再設置を宣言した365。これに対し、「アーク・エコロジー」は、軍の決定は違法で、
RAB の運用指針に反しており、RAB を、汚染浄化事業の単なる承認機関に変えようと
している、と批判した366。 
「アーク・エコロジー」は、その後も、この件で批判を続けている。それによれば、
マクレラン基地の RAB には、2000 年の解散に至るまで、基地に長年勤務し、汚染浄
化問題について知悉しているメンバーが多く含まれていたが、再設置以降は、そうし
た基地従業員や地元居住者はメンバーから消えてしまい、地域コミュニティーの利益
を反映しない組織と化している、という367。双方の主張内容の是非はともかく、RAB
における住民参加という問題をめぐり、軍と地元住民の一部や市民団体との間で、断
続的に摩擦が生じていることは確かと思われる。 
 
 
おわりに 
 
 本論文を締めくくるにあたり、米国における基地環境汚染浄化事業について、これ
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 Ⅰ章とⅡ章で紹介してきたとおり、米国における基地汚染浄化事業は、CERCLA 法
と、その実施細則である「緊急対応計画」によって、その手続きが詳細に定められて
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にも適用され、特に汚染の度合いが深刻と見なされた基地・施設については、NPL に
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連の連邦法や各種規則、州法や州の環境基準なども、事業内容との関係で、「法律上
適用され、又は適切かつ適当な水準、要件、基準又は制限」に該当すると見なされる
場合は、広く適用されることになっている。このように、基地汚染浄化事業は、体系
的に整備された法的根拠を有しており、特に、NPL 登録施設については、厳格な浄化
手続が適用される。 
基地汚染浄化事業の法的枠組みにおける、もうひとつの特徴は、自治体や周辺住民
の事業への関与や、跡地利用との関連が重視されていることである。CERCLA 法や
「緊急対応計画」には、周辺住民による、意思決定過程への関与を担保する目的で、
各種の公聴手続が盛り込まれている。また、RAB や「土地再開発協議体」など、浄化
事業や跡地利用をめぐる、地域の協議機関についても、連邦規則などで法定化されて
いる。これらの事実は、基地汚染浄化事業に係る立法意図において、コミュニティー
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との協力や、事業に関する説明責任という命題が重視されていることを窺わせるもの
である。 
一方、基地汚染浄化事業については、こうした法制面の整備のほか、予算面でも一
定の手当てが行われている。国防総省関係者の連邦議会公聴会証言などによれば、事
業は、概ね順調に進捗しており、今後、しかるべき時期までに、全体的な完了を迎え
る予定とされている。事業の実施例で紹介したように、予算のレベルや国防総省の事
業見積もりについては、批判的な指摘も見られるが、米国における基地汚染浄化事業
には、法制や予算面で肯定的に評価すべき点が少なくない。事業の実施面でも、冷戦
崩壊後、大規模に進捗していることは事実であろう。 
しかし、法制の実体的な運用面などを検証していくと、軍の汚染浄化事業について
は、問題点も散見される。EPA の是正命令が、必ずしも実効性を伴っていないことは、
そのひとつであろう。また、「Unitary Executive」の法理により、EPA が、国防総省・
軍に対する訴訟提起を自制する慣行や、「市民訴訟」の判決において、連邦裁判所の
司法審査は、現に進行中の浄化活動に及ばない、とする判断が一般化している事実は、
基地汚染浄化事業について、司法的手段による是正・統制が難しいことを示している。
また、事業をめぐる、コミュニティーとの協調という問題についても、RAB の設置・
運用が、軍の一方的な意思に委ねられている、との批判を受けた事例なども報じられ
ていることは、すでに見てきたとおりである。 
GAO が 2009 年 3 月に発表した、『スーパー・ファンド：［副題］国防総省施設の
浄化を促進するには、より強力な EPA の執行権と報告義務が必要』と題する報告書
（以下、『2009 年スーパーファンド』）は、「［国防総省・軍に対する］EPA の執行
権は、極めて限られており、州や住民の側にも、同様に、CERCLA 法を執行するため
の枠組みが欠けている」と述べている368。以上の論点を考慮すると、基地汚染浄化事
業について、事業者である軍の恣意性という問題点を、完全に払拭することは困難と
考えられる。 
なお、基地汚染浄化事業をめぐる問題点について、本論文では、これまで紹介して
こなかった論点もあるので、ここで、多少触れておきたい。そのひとつは、NPL に登
録されていない施設における汚染浄化という問題である。本論文では、CERCLA 法と
「緊急対応計画」に基づく基地汚染浄化事業の手続や実施例について、NPL 登録施設
に焦点を当てて記述してきた。NPL 登録施設の場合は、汚染の度合いが深刻とされて
おり、浄化事業が、周辺のコミュニティーに及ぼす影響も甚大であることから、本論
文では、主題と位置づけて論じてきたわけである。 
その一方では、NPL に登録されていない施設も、重大な問題を抱えている、との指
摘がある。前記 GAO 報告『2009 年スーパー・ファンド』によれば、この時点で確認
されている、国防総省所管の汚染施設は、985 か所（単位はサイト）であるが、その
うち、NPL 登録施設は 140 か所で、残る 845 か所については、主に、州によって、軍
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の汚染浄化事業が監督されている369。『2009 年スーパー・ファンド』は、この結果、
EPA は、国防総省が所管する汚染施設のうち、その他大部分について、軍の事業を監
督することができていない、としている370。 
他方、州の監督権限について、『2009 年スーパー・ファンド』は、殆どの州は、
［こうした、NPL に登録されていない施設、すなわち、主として RCRA 法の適用を受
ける施設については］自ら浄化事業計画を策定し、同法に基づく是正命令を執行する
権限を有している、と述べている371。しかし、この部分は、法令上の枠組みに関する、
GAO の一般的な解説に過ぎないと見るべきであろう。州を原告とする「市民訴訟」で
の判例動向などを見る限り、州が、EPA と比べて、特に実効的な執行権を行使できる
とは考えにくい。 
それでは、汚染基地・施設の大部分が、NPL に登録されていないのは何故だろうか。
『2009 年スーパー・ファンド』は、その背景として、EPA が、基地汚染浄化事業の監
督については、州に委任する政策を進めていることを指摘している。EPA の関係者は、
このような政策を実施している理由として、CERCLA 法適用・NPL 登録以外にも、
RCRA 法などの枠組みにより、汚染浄化について、同様の事業効果が得られるように
なっていることや、州が、独自の汚染浄化計画を持ち、当該施設の NPL 登録を望まな
い傾向があることなどを挙げているという372。 
『2009 年スーパー・ファンド』は、特に、州が NPL 登録を望まない事情について、
実例を交えつつ紹介している。EPA は、慣行上、州の同意が得られなければ、当該施
設を NPL に登録することはしない。『2009 年スーパー・ファンド』は、EPA が、提案
はしたものの、結果として、州の反対により、登録しなかった事例として、5 つのケ
ースを紹介しているが、多くの場合、州が反対した理由としては、NPL 登録が、地元
経済に悪影響を与えることへの懸念が挙げられている373。 
このように、汚染基地・施設の大部分が NPL に登録されず、EPA の事業監督が十分
に行われていないことについては、EPA の政策自体に起因するところが多いと考えら
れる。政策は、自治体の見解も踏まえたものとされているが、国防総省・軍に対し、
是正命令を発出する事例が、2007 年までは無かったこと374や、訴訟提起を控える慣行
が一般的であることなども考慮すると、EPA は、基地汚染浄化事業について、自らが
関与する範囲を意図的に自制している傾向が強いように思われる。 
本論文で、これまで触れてこなかった、もうひとつの論点は、今後、新たな BRAC
ラウンドが開始される可能性と、それが、国防総省の汚染浄化事業計画に及ぼす影響
という問題である。 
2013 年 4 月 10 日、オバマ大統領は、2014 会計年度の予算教書を議会に提出した。
大統領府管理及び予算局（Office of Management and Budget 以下、OMB）は、これに
合せて、新年度の予算概要報告を発表したが、国防総省所管予算の部には、連邦議会
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に対し、2015 年において、新たな BRAC ラウンドの実施経費を要求する方針が盛り込
まれていた375。 
翌 4 月 11 日、連邦議会下院軍事委員会公聴会に提出された、チャック・ヘーゲル
（Chuck Hagel）国防長官の書面証言でも、この方針が確認されているが、ヘーゲル長
官は、［基地閉鎖・再編問題を取り扱う］委員会は、2015 年には活動を開始するが、
実際の基地閉鎖プロセスは、複数年にわたるものとなり、2016 年までに始まることは
ないだろう、との見通しを示している376。 
同年 5 月 15 日、連邦議会上院歳出委員会軍事建設、退役軍人問題及び関連機関小委
員会における証言で、施設、エネルギー及び環境問題担当陸軍次官補（Assistant 
Secretary of the Army（Installations, Energy, and Environment））であるキャサリーン・ハ
マック（Katherine G. Hammack）も、新たな BRAC ラウンドの実施要求方針に言及し、
陸軍の余剰施設を確認し、慎重なやり方で、文官スタッフや施設を、削減されつつあ
る戦力構造や産業基盤上の要請に合わせていく上で、将来的な BRAC の実施は、極め
て重要である、と述べている377。海軍・海兵隊や空軍の反応についても、基本的には
これと同様と見られ、2015 年以降、新たな BRAC ラウンドの開始が、視野に入ってく
る可能性は高いと見るべきであろう。 
国防総省は、現行の国防環境修復計画（DERP）については、概ね、2020 年頃まで
には、事業が完了する、との見通しを示しているが、新たな BRAC が始まれば、これ
に合わせて、DERP の方も、計画改訂の必要性が生じると考えられる。将来的な
BRAC の実施に伴い、余剰資産処分などの節約効果によって、新たな基地汚染浄化事
業に要する経費が、結果として相殺されるのか、逆に予算増圧力を招くのかという問
題は、事業の成否に大きな影響を及ぼすと見られる。米国の財政難が深刻化する中、
新たな BRAC をめぐる、連邦議会の審議動向については、引き続き、注視していく必
要があるだろう。 
次に、在日米軍基地の汚染浄化問題について、米国における基地汚染浄化事業から
の示唆という観点も交えつつ、主な論点を検討してみたい。 
第一の論点は、汚染浄化の法的枠組みと地位協定の関係である。本論文の冒頭でも
述べたが、在日米軍の活動全般は、在日米軍地位協定が律しており、当該活動に関連
する国内法については、米軍側に尊重義務が課せられているものの、厳格な適用まで
は想定されていない378。この原則的な考え方は、環境分野における米軍の行動にも、
当然適用される。従って、基地汚染については、返還前まで、米軍は必要な浄化措置
を行うが、それは、あくまで、一般的な義務に止まると考えられる。また、汚染の度
合いに関する判断や、浄化方法の決定・環境基準の当てはめなどについては、実質上、
米軍の裁量に委ねられる部分が多くなるだろう。 
その間、基地・施設に対する自治体等の立入り調査については、本論文冒頭で述べ
たとおり、運用面で改善の兆しが見られるものの、地位協定第 3 条に基づく、いわゆ
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化事業は、包括的な汚染対処法である、CERCLA 法に根拠づけられていることや、
BRAC という、大規模な基地削減計画を推進力としていること、そして、何よりも、
外国の駐留軍ではなく、自国軍隊が運用する基地が対象であることなど、在日米軍基
地の汚染浄化問題に見られる特徴とは異なる点が多く、米国における一連の法制度を、
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我が国の法整備・制度設計に直接的な形で導入することは、もとより、実現性が少な
いと考えられる。 
ただし、米国の関連法制において評価すべき点から、我が国の将来的な法整備・制
度設計に対し、何らかの示唆を見出すことは可能と思われる。例えば、CERCLA 法や
BRAC 法などの関連法制が、地元自治体や住民との協力的な関係という命題を重視し
ていることは、在日米軍基地問題にとっても、有益な視点と言えるだろう。浄化事業
のプロセスにおいて、公聴手続が整備されていることや、跡地の円滑な再利用を促進
する目的で、「土地再開発協議体」や RAB といった、各種協議機関が法制化され、一
定の運用実績を残している事実は、注目に値する。 
基地問題において、自治体や住民の意思決定過程への関与は、重要性を増しており384、
特に、汚染浄化事業をめぐる協議機関の設置は、今後、現実的な政策課題となる可能
性がある。こうした、米国の例に準じた制度については、基地返還後の汚染浄化事業
に関連し、我が国政府と自治体・地元住民との協議機関として、導入を検討し得るだ
ろう。また、基地返還前でも、いわゆる「施設管理権」の問題をめぐり、米側と合意
可能な範囲で組織を運用することができれば、米軍基地当局と、我が国政府・自治
体・周辺住民による、より広範な協議体として、現行地位協定の下で構築可能とも考
えられる。 
最後になるが、我が国が行う米軍基地跡地の汚染浄化事業について、今後の見通し
に触れてみたい。米軍が長期にわたり運用し、その間、軍事活動を支えるため必要な、
有害物質が蓄積されてきた基地が返還される場合、我が国にとって、汚染浄化は、法
制・予算・技術面など、多様な課題を抱えた、困難な事業になると予想される。 
GAO は、1998 年 3 月に『海外プレゼンス：［副題］沖縄における米軍プレゼンスの
影響削減における諸問題』と題する報告書を発表しているが、報告書は、「SACO 合
意」の実施プロセス385に基づいて、今後返還される在沖米軍基地で行う浄化事業は、
膨大な予算を要するだろうと述べた上で、米国内の事業例として、カリフォルニア州
のタスティン（Tustin）海兵隊基地では、5,300 万ドル以上の経費が見込まれているこ
とを紹介している386。また、普天間基地などについては、土壌・地下水汚染の浄化に
15 年間を要するのではないか、との見方もある387。これらの情報は、返還後の在日米
軍基地跡地における汚染浄化が、NPL 登録施設での事業に匹敵する規模となることを
示唆しているとも考えられる。 
米国の実施例が示すように、我が国が、今後、米軍基地跡地で汚染浄化を行う場合
も、事業は長期化する可能性が高い。その間の予算措置、事業開始後に新たな汚染が
発見された場合の対応、特に沖縄においては、米国でも問題が深刻化している不発弾
の除去など、今後、検討されるべき課題は、少なくないと見るべきであろう。 
（了） 
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27 42 U.S.C. § 9620(a)(1)(2) (2012). 
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33 42 U.S.C. § 9605(a)(b) (2012). 
34 Bearden, at 7. 
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36 Safe Drinking Water Act, 42 U.S.C. §§ 300f-300j-26 (2012). 
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39 42 U.S.C. § 9601(25) (2012). 
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40 基地汚染の浄化を意味する言葉としては、「Remedial Action」に類似した語感を持
つ「Restoration」が用いられることもある。本論文では、便宜的に、「Remedial Action」
については「復旧」、「Restoration」については「修復」と訳し分けることとする。 
41 42 U.S.C. § 9601(24) (2012). 
42 40 C.F.R. § 300.415(e) (2013). 
43 42 U.S.C. § 9605(a)(8)(B) (2012). 
44 Id. CERCLA 法の原文は「A State shall be allowed to designate its highest priority facility 
only once.」である。 
45 United States Government Accountability Office, Testimony Before the Subcommittee on 
Environment and the Economy, Committee on Energy and Commerce, House of Representatives, 
Hazardous Waste Cleanup, Observations on States’ Role, Liabilities at DoD and Hardrock 
Mining Sites, and Litigation Issues, Statement of David Trimble, Director, Natural Resources 
and Environment, GAO-13-633T(May22, 2013) at 9, available at http://www.gao.gov/assets/ 
660/654789.pdf. 
46 EPA のウエブサイトに掲載された、以下の情報（一覧表）から集計した。See Final 
National Priorities List (NPL) Sites-by State, available at http://www.epa.gov/superfund/sites/ 
query/queryhtm/nplfin.htm. 
47 40 C.F.R. § 300.420(b)(c) (2013). 
48 40 C.F.R. § 300.425(b)(1) (2013). なお、国防総省・陸海空 3 軍の「復旧」措置には
「スーパー・ファンド基金」ではなく、国防総省の所管予算が拠出される。この点に
ついては、Ⅲ章で改めて触れる。 
49 Bearden, at 8. 
50 42 U.S.C. § 9604(a)(1) (2012). 
51 Exec. Order No.12580, 52 Fed.Reg.2923 (Jan. 23, 1987), § 2. 
52  Department of Defense Instruction 4715.07 (DoDI 4715.07), Defense Environmental 
Restoration Program (DERP)(May 21, 2013), available at http://www.dtic.mil/whs/directives/ 
corres/pdf/471507p.pdf [hereinafter DoDI 4715.07]. 
53 Exec. Order No.12580, § 2(d). 
54 DoDI 4715.07, Enclosure 2, P. 1. 
55 Id. 
56 Id. Enclosure 2, P. 2. 
57 Id. 
58 Id. Enclosure 2, P. 7. なお、国防総省指令 4715.07 号に規定された、国防総省や陸海空
3 軍による、その他の権限・責務については、事業実施手続を紹介した箇所などで、
順次触れていく。 
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available at http://www.miramar.marines.mil/Portals/60/Docs/MEMS/MCO%20P5090.2A%20 
W%20CH%201-2.pdf[hereinafter MCO P5090.2A]. なお、この内規は、2009 年 5 月 21 日
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60 本論文の冒頭で紹介した、在沖米軍基地・施設の返還計画「沖縄における在日米軍
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61 MCO P5090.2A, P. 10300.4. 
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63 統合部隊（Joint Task Force）の機能と役割については、統合参謀本部（Joint Chiefs 
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る。Joint Chiefs of Staff, JP3-33, Joint Task Force Headquarters (July 30, 2012) I-1-I-4, 
available at http://www.dtic.mil/doctrine/new_pubs/ jp3_33.pdf#search=%22joint%20task%20 
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66 Department of the Navy, Office of the Chief of Naval Operations, OPNAV Instruction 
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68 Solid Waste Disposal Act, 42 U.S.C. §§ 6901-6992k (2011). 改正法である RCRA 法と、
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69 See STEVEN FERREY, ENVOIRONMENTAL LAW, 318-319 (Aspen Publishers, New York, NY, 
5th ed., 2010) [hereinafter Ferrey]. 
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Ⅳ）となっている。See 42 U.S.C. §§ 6941-6949 (2011). 
71 Dycus, at 61. なお、ここでいう「準編 C」は、現行 U.S.C では「準章Ⅲ」
（Subchapter Ⅲ）となっている。See 42 U.S.C. §§ 6921-6939 (2011). 
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EPA の内部文書は、「［その間］EPA は、RCRA 法に基づく命令を発するため必要な
法的権限を欠いていた」と記している。この文書は、「連邦政府機関［法令］遵守法」
の制定経緯や法律の内容などについて、EPA 地方支部宛ての指針として、EPA 長官補
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に「復旧活動」が開始されたのはサイト 16 であった。その時期が 2004 年であったた
め、その後 5 年間の進捗状況について評価を行った結果が、2009 年に発表されたとい
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206 Jean O. Pasco, Pollution At El Toro Said Not A Threat, L.A. TIMES, Apr.26, 2003, at B1, 
available at Factiva, Doc. No. latm000020030426dz4q0004z. 
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